
2. 電力系統（ネットワーク）視点での調査

現代社会は，電気への依存度が高まり，安定供給に対す

る要請がより高まっている。こうした中，電気事業者はこ

れまでに経験した災害を教訓に，電力ネットワークの様々

な設備対策や運用の高度化に取り組んできた。

しかし，近年は自然災害の激甚化が顕著で，電力ネット

ワークに与える影響の深刻さが増し，安定供給のための電

力ネットワークのレジリエンス強化が再認識されている。

このため，いかにして電力ネットワークのレジリエンス

を強化し，持続可能な安定供給体制を構築していくかにつ

いて，具体的な方策の検討が急務である (1)。 
本特別調査専門委員会に設置されたワーキンググループ

（WG）のひとつである WG1 では，主として電力系統

（ネットワーク）の視点から調査活動を行った。具体的に

は，近年の自然災害による大規模停電事象を踏まえた課

題，電力システム改革の進展等に伴うネットワーク信頼度

上の課題，SNS の普及等を踏まえた情報発信のあり方に関

する現状の取組みと課題，また，将来に向けて検討を始め

ている新たな取組みや理想形としてイメージされるレジリ

エンス強化策等について調査した。

調査対象は，一般送配電事業者，自家発電設置事業者を

中心とし，アンケートによる調査を主体にその結果を整理

した。

災害大国であるわが国では，これまでは自然現象による

災害が発生しないよう「防災」への取組みを幅広く行って

きたが，近年の大規模災害を受け，「減災」に向けた取組

みの重要性が深まっている。ここでは，以下の「防災」

「減災」の考え方に基づいて整理・考察している。

「防災」：停電を極力招かないための取組み（災害を未然

に防ぐ，被害を「ゼロ」に近づける備え）

「減災」：大規模災害による設備被害を想定したうえで，

停電範囲や時間等を抑える取組み（災害を予め

想定し，被害を「最小限」とする備え）

2.1  電気エネルギーセキュリティ確保のための 
電力系統（ネットワーク）の供給信頼度

2.1.1 設備形成や運用における信頼度確保の考え方 
発電所で発電された電気は，送電線によって変電所等に

送られ，電圧を変換してから配電線を経て，工場や家庭な

どの電気機器で消費される。これら一連の設備と周波数や

電圧等を調整する仕組みを含めた全体を電力ネットワーク

という。

わが国の電力ネットワークは，基幹系統が北海道から九

州まで送電線や周波数変換所等で連系されている膨大な設

備の集合体であり，巨大で複雑なネットワークを形成して

いる。

電力ネットワークの信頼度とは，電力設備の形成と運用

におけるネットワーク全体の頑健性を指しており，停電の

頻度や時間の少なさ等により評価される。一般的には，停

電の発生確率が低く，継続時間が短く，停電範囲が小さい

ほど信頼度は高いといえる。

また，信頼度は，電力設備の形成や設備の維持状態が最

も大きい決定要因であり，設備形成の冗長性や維持レベル

が高いと，災害等発生時の運用が容易になる。このため，

電力ネットワークには，設備形成から運用までの一貫した

最適化が求められる。

電力ネットワークの運用は，需給運用と系統運用に大別

される。時々刻々と変化する電気の消費量に合わせてネッ

トワークを円滑に運用し，安定供給を維持するためには，

この２つの運用を両輪とし，確実に機能させる必要があ

る。また，電力ネットワークの安定した運用は，社会全般

への影響に加え，保安や設備保全の見地からも，極めて重

要である。このため，運用に対して高い信頼度が要求され

ることは言うまでもないが，信頼度の過度な向上はコスト

の上昇を招くことになりかねず，単に信頼度を高めさえす

ればよいというものでもない。

電力ネットワークの信頼度は「アデカシー」と「セキュ

リティ」に大別され，近年の自然災害による大規模・広範

囲停電などの実例を踏まえた技術面からの議論を深め，信

頼度の維持・向上に掛かるコストを考慮したうえで，「レ

ジリエンス」を強化していく必要がある（図 1）。 

(1) 需給運用と「アデカシー」

電気の消費量は，季節や気象，社会の動き等に敏感に反

応する。需給運用では，発電量と消費量を常に一致させ

（同時同量），安定した周波数を維持することが求められ

る。

瞬時の需給バランスのコントロールはもとより，中長期

にわたる需要の想定・分析をもとに，綿密な需給計画を立

てることも重要である。

需給運用に関わる信頼度は「アデカシー」と呼ばれ，発

電設備，ネットワーク設備の計画停止ならびに計画外停止

を考慮し，需要に求められる電力や電力量が供給できるか

否かを表し，静的な信頼度とも呼ばれる。

図 1 電力ネットワークの信頼性に関する概念
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(2) 系統運用と「セキュリティ」 
系統運用は，発電所から電気の消費地まで，電気を安定

的かつ効率的に運ぶことができるよう送配電ルートを選定

するとともに，適正な電圧を維持するためにネットワーク

設備を構成し，これをコントロールする。 
ネットワーク設備は，その多くが屋外に構築されている

ため，日々，雷・雪・台風といった自然の脅威にさらされ

ている。ひとたび事故が発生した場合には，事故箇所を瞬

時に検出して切り離し，自動復旧や切替操作などによっ

て，可能な限り短時間の停電復旧を目指している。さら

に，事故除去後の電力動揺や周波数・電圧異常を抑え，事

故波及を防止するなど，高度な技術を用いて運用してい

る。また，系統運用者は平常時から常に事故を想定し，適

切な運用対策を立案して備えている。 
系統運用に関わる信頼度は「セキュリティ」と呼ばれ，

電力ネットワークに突発的な事故が発生した際にも，周波

数，電圧，系統安定度等が適切に維持されるか否かを表

し，動的な信頼度とも呼ばれる。 
(3) 電力系統（ネットワーク）のレジリエンス 
レジリエンスとは「強靭性」「回復力」「弾力性」を示す

言葉である。電力ネットワークのレジリエンスについて考

える際は，ネットワーク設備の形成や運用といった電力技

術に関する事項はもとより，ネットワークが社会生活のあ

らゆる面に深く関わっているという実態に鑑み，関係する

事業者や自治体との間の連携や系統（ネットワーク）利用

者への情報発信，また，これを受けた利用者における被害

軽減に向けた行動など，社会全体の取組みとして，幅広い

視点から総合的に議論することが重要である。 

2.1.2 大規模災害と「防災」「減災」に関する考え方の変遷 
わが国では，過去から災害を未然に防止するとともに被

害の発生を防ぐ「防災」への取組みを重視してきた。具体

的には，過去の大規模災害対応の経験からの様々な教訓を

得て，これらを踏まえたより良い対策の実現を目指した取

組みを進めることであり，これまでに発生した被害状況を

もとに，これに「耐えうる」対策（ハード対策）を行うこ

とが中心となっていた。しかし，こうした対策には限界が

あり，近年では，災害によってある程度の被害は発生し得

るものと考え，被害が発生した際の社会活動への影響を極

力軽減するよう「備える」仕組み（ソフト対策）を充実さ

せる「減災」への取組みが注目を集めている。また，「減

災」に関する取組みは，阪神淡路大震災（1995）以降，そ

の広がりを見せてきたとされる。 
他方，ICT 分野に目を向けると，阪神淡路大震災の発生

とほぼ同時期の 1995 年頃からインターネットの急速な普

及が始まった。1995～2000 年頃にかけてはインターネッ

ト普及開始期と言われ，常時接続ではなく通信速度が十分

でないこと，また，従量課金型接続であったことなどか

ら，データ容量の小さい文字情報でのやり取りが一般的で

あった。2001～2010 年頃にかけては高速・常時接続であ

るブロードバンドが普及し，この影響を受けてデータ容量

の大きい写真や動画などの提供が可能になるとともに情報

表 1 大規模自然災害と災害対応の考え方，ICT 技術の進化の変遷 

 

1995 2000 2005 2010 2015 2020

大規模自然災害
（主なもの）

インターネットの
普及の推移

インターネットの普及により、情報
の伝達速度や量が飛躍的に向上

情報伝達ツールの多様化が進み、誰でも簡単に
広範囲に情報発信が可能

○発信頻度の向上
○PUSH型に加えPULL型を活用

○サービスの提供サイドだけでなく、利用サイドによる発信が
可能となり、情報量が飛躍的に向上

○情報の正確性が課題

これまでに発生した事象を教訓に
これに「耐えうる」対策を実施

ハード対策には限界があり、代替手段を含め社会的活動
への影響を極力軽減するよう「備える」仕組みを充実

○ハード対策の拡充
（耐震補強の実施など）

○ソフト対策（避難計画・訓練）の充実、復旧手順の確立
○備蓄の拡充や事前の代替手段確保 など

○阪神淡路大震災 ○新潟県
中越地震

○東海豪雨

○北海道
胆振東部地震

○台風15,19号
（2019年）

○台風21,24号
（2018年）

○広島市豪雨
土砂災害

○熊本地震
○東日本大震災

○新型ウイルス
の流行

○新潟県中越沖地震

○駿河湾地震

防災・減災
の考え方

情報発信・共有
のトレンド

インターネット普及初期
（PHS・携帯電話の普及）

ブローバンドの
急速な普及

（Web2.0 動画・音楽・画像）

スマートフォンの普及
（パソコンからモバイル端末への移行）
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の双方向化が進み，共有される情報の量や種類が格段に増

えることとなった。さらに，2010 年以降は，モバイル端

末からのインターネット利用者数がパソコンからの利用者

数を上回ることとなり，その後はスマートフォン利用者の

拡大と相まって，モバイル端末からの利用者数が年々増加

する傾向となっている (2)。 
こうした技術進化を背景に，SNS を始めとするソーシャ

ルメディアの利用率はますます高まり，オンラインコミュ

ニケーションによって誰もが手軽に情報の受信者にも発信

者にもなり得る時代が到来している（表 1）。 
特に「減災」の取組みにおいては，広範囲にわたる速や

かな情報共有の実現が重要な役割を果たす。災害の発生状

況に関する情報や，今後の対応策に関する計画の事前周知

など，社会全体が一体となって災害に備えるためには，適

時適切な情報の広範囲かつリアルタイムな共有と，その有

効利用が不可欠といえる。 
阪神淡路大震災以降の「減災」に関する考え方の進展と

並行して劇的な進化を遂げてきた ICT 技術の活用により，

これからの「減災」への取組みが大きく発展していくもの

と考えられる。また，電力ネットワークの運用において

も，停電を極力招かない防災への取組みと合わせ，自然災

害による設備被害を起こり得るものとしたうえで，停電範

囲や時間を最小限に抑える「減災」への取組みをさらに充

実させるとともに，進化させていくことが必要である。 

2.1.3 「防災」「減災」を考慮した信頼度確保のあり方 
（他の社会インフラとの関連） 

私たちの生活を支える基盤として，信頼度の高い社会イ

ンフラの整備は不可欠である。社会インフラと称される範

囲は広く，上下水道，ガス，交通（道路・鉄道・空港・港

湾），通信・情報，医療，消防・警察，行政サービスなど

多岐に渡っており，電力ネットワークもそうした社会イン

フラのひとつである。 
しかし，社会の電気への依存が著しく進展している現状

においては，電力ネットワーク以外の他の社会インフラが

電力を使わずにその機能を維持することは不可能であり，

電力ネットワークが他の社会インフラの運用や信頼度に深

く影響している。これが，電力ネットワークが「インフラ

の中のインフラ」と評される所以といえる。 

なお，電力ネットワーク自体の高度化・効率化は，通

信・情報インフラの機能によるところも大きく，電力ネッ

トワークとその他の社会インフラとの間で，相互関係性が

非常に強くなっている（図 2）。 
一方で，自然災害の激甚化や新たな感染症の流行など，

私たちの社会生活において，これまでに経験したことのな

い様々な事象が発生している。このような状況下では，全

ての時間断面において，社会インフラが提供するサービス

を完全に維持し，社会生活への影響を皆無とすることは極

めて困難であるといえよう。ハード面の対策だけによるの

ではなく，ソフト面の対策と組み合わせ，全体への影響を

軽減する仕組みを構築することで，災害による被害を最小

限に抑える取組みが可能となる。 
こうした仕組みのひとつとして，時系列の防災行動計

画，いわゆる「タイムライン」の考え方が浸透し始めてい

る。タイムラインとは，災害の発生を前提に，防災関係機

関が連携して災害時に発生する状況を予め想定し，共有し

たうえで，「いつ」，「誰が」，「何をするか」に着目して，

防災行動とその実施主体を時系列で整理した計画のことを

いう。 
このタイムラインは，2012 年に米国東海岸に上陸した

ハリケーン・サンディへの対応において，ニュージャージ

ー州が適用したことが始まりとされている。当時，米国史

上最大の都市災害をもたらしたサンディはニュージャージ

ー州沿岸に上陸したが，タイムラインによる早めの対応が

奏功し，ニュージャージー州における死者はなく，その被

害を最小限に留めたことで注目を集めた。 
わが国では，2014 年の国土交通省における取組みを皮

切りに，具体的な検討が始まった。国，地方自治体，企

業，住民等が連携してタイムラインを策定することによ

り，災害時の連携した対応が可能となる。災害には，水害

や雪害など時間の経過に合わせて被害が進行していく「進

行型災害」と，地震などの「突発型災害」に大別される

が，タイムラインの仕組みは，特に「進行型災害」への対

応において効果が期待されている (3)。 
鉄道・航空・船舶などの公共交通機関の運行への適用例

について概要を示す。 
台風などの進行型災害による被害が想定される場合に

は，事前に十分な周知を行ったうえで，運行本数を減らす

ことや，場合によっては運行そのものを止めることで，被

害の最小化を図っている。この時，運行本数の減などによ

り利用者に不便が生じるが，事前の情報共有によって利用

者に早期帰宅を促す取組みと合わせて実施することで，実

際に鉄道設備に被害が発生して列車の運行ができなくなっ

た場合の帰宅困難者を低減させる効果が見られるなど，生

活に与える影響の拡大を防止することができる。また，ダ

イヤの乱れが継続することによる運行への影響も最小限に

抑えることができるため，台風が通過した後の通常ダイヤ

による運行への早期復帰が可能となり，影響を受ける期間

を短縮する効果も期待できる。 

 

図 2 電力ネットワーク・他の社会インフラと 
利用者の相関イメージ 
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こうした時系列を意識した取組みは，電力ネットワーク

の運用においても，従来から積極的に取り入れられてい

る。例えば，降雨による河川の増水によって水力発電所の

出力変動（主に減少方向・停止）が発生することを想定

し，予めその変動を考慮した供給力を確保するため，火力

発電機を追加で並列しておく，台風の予想進路を考慮した

送電ルートの事前切替による電力ネットワークの構成変

更，予定されていた電力設備点検の中止などにより稼働設

備を確保するなど，想定されるトラブルに対応できるよう

備えている。また，台風など，広範囲で様々な被害発生が

想定される場合は，台風が通過する災害発生の可能性が最

も高まる時間帯を過ぎても継続した対策が必要となる。例

えば，大雨で河川の水が濁ることで，台風が通過した後も

一定の期間は水力発電設備が使用できなくなる可能性や，

河川流域等から流出した漂流物が海沿いにある大規模火力

発電所に流れ着き，発電所の稼働に必要な海水を取り入れ

ることができなくなることで出力低下を招き，電力不足が

生じる可能性などが考えられる。こういった事例では，台

風通過後の天候回復に合わせて社会活動が順次再開され，

電力需要が大きく増加するタイミングで電力ネットワーク

の安定運用に必要な供給力・調整力が不足することになる

ため，影響が大きい。 
こうした事態を予め想定し，予備的な設備の稼働範囲・

期間などを検討し対策を講じるが，災害の様相によって

は，その対策期間が長引く場合もある。 
なお，電力ネットワークの運用においては，公共交通機

関における例のように，利用者側の協力を得ながら事前に

提供サービスの内容を変更（例えば，予め電力使用量を抑

制）することで被害を軽減できる事例はほとんどなく，事

前の主な対策は，保有する発電設備を最大限に活用し，予

備的な設備稼働を確保するなど，供給側の対策が中心とな

っている（図 3）。 
このように，同じ社会生活の基盤を支えるインフラ事業

であっても，提供サービスの性質の違いによって，災害対

策の考え方やその有効性が異なる。 
これまでにない災害事象が頻発している現状において，

電力ネットワークのレジリエンス強化策を導入する際に

は，これまでのような供給側における対策だけでなく，他

の社会インフラに見られるような利用者側の所謂需要側の

協力を前提とすることで実現可能となる対策についても積

極的に検討し，それらの相乗効果によって，被害を最小限

に抑える仕組みを構築することが重要と考えられる。 

2.2  自然災害による大規模・広範囲停電の記録 

2.2.1  大規模範囲停電に至るメカニズム 
電力ネットワークは，電力設備が電気的に密接に関係し

ており，ひとつの設備事故が連鎖的に拡大し，ネットワー

ク全体に繋がる可能性があり，過去にもその事例がある。 
大規模・広範囲停電に至る事象は様々であるが，主とし

て次に示す４つの要因に分類できる (4)。 
 

 

図 3 台風襲来時のタイムライン（防災行動計画） 
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(1) 需給バランス 
電力ネットワークは，発電と消費の需給をバランス（瞬

時同時同量）させることで周波数を一定に保っている。同

期発電機は一般的に調速機能を有しており，周波数の低下

に伴い発電出力を増加させ，周波数の上昇に伴い発電出力

を減少させることで周波数変動を抑制している。このた

め，発電と消費の需給バランスが多少崩れても，周波数は

ある程度の範囲内に維持されるが，大規模発電機の停止な

どにより需給バランスが大きく損なわれると，周波数も大

幅に低下する。また，発電機には運転可能な周波数領域が

あり，領域を逸脱すると運転を継続することができなくな

り，発電機自体の保護機能のために自動的に停止する。こ

の機能により一部の発電機が停止すると，さらに需給バラ

ンスが大きく崩れ，周波数が低下し，発電機が次々と連鎖

的に停止して，全体の供給力不足により大規模・広範囲停

電に至る（図 4）。 
なお，同期発電機が持つ慣性エネルギーには，周波数の

変動を緩和する効果があるが，近年の再生可能エネルギー

導入拡大によって，インバータ電源の比率が高くなる傾向

にある。インバータ電源は慣性エネルギーを保有していな

いため，大規模発電機の緊急停止時などの周波数変化が大

きくなり，その結果として発電機が連鎖的に停止する可能

性も高くなるという問題が顕在化してくる。 
(2) 系統安定度（同期安定性） 

平常時における需要の変化や送電線等の作業停止，異常

時における送電線への落雷等で一時的に電力が送れなくな

る事故停止等の擾乱に対し，各々の同期発電機の運転が維

持できるか否かを系統安定度（同期安定性）という。 
系統安定度は，「小擾乱同期安定度（これまで，定態安

定度と呼ばれている）」と「過渡安定度」に分類される。

小擾乱同期安定度は，需要変化や遮断器の開閉といった系

統操作など，平常時の系統状態で発生する擾乱に対して安

定的に電力供給が行える度合をいう。また，過渡安定度

は，系統事故等の大きな擾乱があっても安定状態を回復し

て送電できる度合をいう。 
同期発電機が電力系統と同期運転できなくなり，電力を

送ることができなくなることを脱調という。同期発電機が

脱調すると，その発電機の電圧位相は基幹系統の電圧位相

に対して回転するように変化する。このため，脱調した発

電機と基幹系統の間で電圧位相が大きく変動し，この発電

機の周辺に連系している同期発電機に影響が波及し，電力

 

(a) 連鎖的な電源停止のプロセス 

 
 

 

(b)  周波数の時間的変化 

図 4 周波数低下による電源の連鎖停止 
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図 5 連鎖的な脱調 
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を送ることができなくなって，連鎖的に脱調していく虞が

ある。連鎖的に脱調した発電機は，各々が発電機自体の保

護のために自動的に停止し，電力ネットワーク全体の供給

力が大きく減少するため，需給バランスが大きく崩れ大規

模・広範囲停電に至る（図 5）。 
(3) 電圧安定性 

電圧安定性とは，需要の増加，発電機や変電設備の停止

等，系統に擾乱が発生した時に，系統電圧を安定に維持す

る能力のことをいう。電圧安定性が低いと，わずかな擾乱

であっても系統電圧が大きく低下し，電力設備の停止や小

擾乱同期安定度の低下による同期発電機の脱調等を招く。 
電力ネットワークには，電圧を安定して調整できる領域

と不安定な領域の２つがある。電圧は需要変動や系統事故

などにより常に変動するが，電圧を安定運転領域に滞在さ

せるため，無効電力の供給量を適正に保っている。需要の

有効電力 Pと受電端電圧 Vとの関係を示す曲線を P-Vカー

ブといい，無効電力の調整可能（供給・吸収）量によっ

て，その大きさが変わる。無効電力を適切に調整できない

と，受電端電圧が適正値を逸脱するだけでなく，P-V カー

ブが描く突起の形状が小さくなり，送電線等を流れる潮流

の増加等によって，電圧調整が不能となり大規模・広範囲

停電に至る (5)（図 6）。 
(4) 設備事故（事故停止） 
電力ネットワーク設備の一部が，落雷による影響や損壊

などにより停止すると，これらの設備を介して供給されて

いた需要が停止する。基幹系統など，広範囲に電力を供給

している設備が停止した場合は，大規模・広範囲停電に至

る（図 7）。 
 

2.2.2 最近の自然災害による広範囲停電とその後の 
対策例 

自然災害の種類によっても，発生する被害状況は異な

る。一方，同じ種類の災害であっても最大停電戸数が大き

い方が復旧までの時間が長くなるというものでもない 

（図 8）。実際の災害による被害から知見を得て，電力ネ

ットワークの情報発信・共有方法やレジリエンス強化策に

ついて，常に最適な対応を目指す取組みを進めていくこと

が重要である 
(1) 北海道ブラックアウト（2018 年） 

2018 年 9 月 6 日 3 時 7 分，北海道胆振地方中東部を震源

とする最大震度7（マグニチュード6.7）の地震が発生し，

同日午前 3 時 25 分に，離島を除く北海道エリア全域が停

電（ブラックアウト）した。これは，日本で初めてとなる

エリア全域におよぶ大規模・広範囲停電であった。 
復旧においては，作成してあった手順書をもとに 2 回の

ブラックスタートを行い，概ね 45 時間後に一般需要の停

電を解消した。ブラックスタートとは，ブラックアウトの

状態から，外部電源より発電された電気を受電することな

 

図 6 連鎖的な脱調 
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図 7 設備故障による大規模・広範囲停電 
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く，停電解消のための発電を開始することをいう。ブラッ

クスタートは通常の停電復旧と異なり，相当な時間を要す

るとともに，ブラックスタート直後は系統容量が小さく，

需要と供給のわずかなバランスの変化によっても周波数が

大きく変動するため，供給力確保と負荷送電については，

慎重な操作が求められる (6)。 
なお，運用対策として，電源の緊急停止を想定した北海

道内最大規模発電機の運用や周波数低下リレー（UFR）の

整定値変更等を実施した。 
(2) 台風 15 号（2019 年） 

2019 年 9 月 9 日に千葉市付近に上陸した台風 15 号は，

最大瞬間風速 57.5m/s を観測する記録的な暴風を伴い，鉄

塔が倒壊する事象も発生するなど，電力ネットワークに大

きな被害をもたらした。この災害では，停電解消に至るま

での期間が長期化（約 2 週間）するなど，社会生活に大き

な影響を与えた。 
こうした状況を踏まえ，政府全体の取組みとして，台風

15 号と続いて発生した台風 19 号による被害を通じて得ら

れた知見を整理し，長期停電およびその復旧プロセス，そ

の他課題となった事項について検証を行うために内閣官房

に検証チームが設けられ，課題とその対策について議論さ

れた (7)。 
そのひとつは，SNS 等を活用した正確かつ迅速な被害状

況把握と復旧見通しなどの情報の共有と発信である。情報

の共有・連携においては，一般送配電事業者間をはじめ，

地方自治体や自衛隊，通信事業者など様々な関係先との連

携強化が課題とされており，これらに関する計画を作成

し，経済産業大臣に届け出ることを求める法整備，ならび

に，計画に記載された事項が確実に実施されるための仕組

みも併せて検討すべきとされた。 
その後，一般送配電事業者が 2020 年 7 月に「災害時連

携計画」として初めての届け出を行っている。 
また，鉄塔が倒壊する事象が見られたため，現行の技術

基準について，①基準風速 40m/s について 10 分間平均で

あることの明記，②地域の実情を踏まえた基準風速の適

用，③今回の類型を含めた特殊箇所の考慮の 3 点を規定す

る，電気設備に関する技術基準を定める省令・解釈・解説

が改正された (8)。 

2.3 電力系統における「防災」「減災」 

  「レジリエンス強化」への取組み 

2.3.1 設備形成，運用の考え方 
電力ネットワークは，主に屋外に構築された巨大な電気

回路であり，自然災害の影響を皆無とすることは難しい。 
一般送配電事業者は，設備形成の考え方において，全て

の電力設備に関して「防災」「減災」に資する何らかの取

組みを実施している。具体的には，電気設備に関する技術

基準の要件を満たす設備とすることはもとより，地域の特

性に合わせた追加の対策を施している場合が多い。 
例えば，豪雪地帯設備への雪害対策や沿岸部設備への塩

害対策などが挙げられる。その他，洪水や土砂災害への備

えも行われているが，こうした事例では，設備に追加の対

策を行うよりも，元からそういう災害発生が懸念される地

域に設備を置かなくても済むような設備形成のあり方につ

いても検討している。 

 

図 8 大規模自然災害における停電戸数の推移 
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また，同じ対策内容であっても，発生する災害規模によ

ってその対策が「防災」の役割を果たしたり，「減災」の

効果を持ったりするため，設備形成における対策について

は「防災」または「減災」と明確に区分できる事例は少な

いといえる。 
一方，運用においては，「減災」に資する取組みがほと

んどである。ここでいう運用は，監視制御業務による系統

運用や保守箇所による巡視・設備機能維持，設備被害発生

時の仮設設備による対応なども含んでいるが，基本的に，

災害によって発生した停電などの影響を最小限とする効果

を期待している。具体的には，雷害による送電線停止を考

慮して事前に送電線潮流を抑制する，台風等の気象情報を

もとに事前に最適な系統構成へ変更する，塩害や飛来物に

よる影響を想定して事前巡視等の強化を図る，万一に備え

て移動用仮設設備や予備品の事前確認・再配置するなどが

挙げられる。また，こうした対応は，災害の発生または発

生の予測情報を把握しつつ，人による臨機応変な対応が求

められるため，日頃より様々な状況を想定した訓練を行う

ことで，いざという時に知識と技能を最大限活用できるよ

う備えている。 

2.3.2 系統制御，監視制御，予測制御における現状 
電力ネットワークは，信頼度確保の考え方と整合を図り

つつ，停電を極力招かない防災への対応とともに，自然現

象に伴う設備被害を想定したうえで，停電範囲や時間を最

小限に留める減災への考え方を取り入れてきている。 
将来的には，以下に挙げる様々な機能を融合させること

で，ネットワーク運用者の負担を軽減するとともに，災害

に強いネットワーク運用を自動的に確立するシステム構築

等が期待される。 
例えば，台風の発生を受けて，気象予測情報をもとに被

害推定システムで作成された設備被害に関する予測情報を

監視制御システムに取り込む。監視制御システムは，設備

の稼働状態などを計測値から把握するとともに，対象設備

周辺の環境計測値，需要想定にもとづく将来の電力潮流・

電圧値の計算結果，ならびに被害推定システムからの予測

情報を用いて未来の系統状態をシミュレーションし，最も

リスクの低い系統構成を導出する。こうした結果を運用者

が確認し，実行許可を行うことで，監視制御システムが自

動的に系統構成の変更を行う，といった仕組みである 

（図 9）。 
一連の流れを完全自動で実現するには，まだ時間を要す

ると考えられるが，運用者に具体的な選択肢を提示するこ

とで，業務の効率化や負担軽減を図ることができるため，

その機能の一部分からでも早期の導入が望まれる。 
(1) 系統制御 

系統制御は，電力ネットワーク設備を高度な技術を用い

る，一般送配電事業者が経験から独自に培ってきた技術で

ある。この中には，平常時における周波数・電圧制御技術

に加え，事故時に事故点を瞬時に除去する保護制御技術，

そして除去直後の事故波及を防止する系統安定化技術等が

含まれる。また，これらは高度な系統解析技術の上に成り

立ち，進歩の著しい分野である（図 10）。 
事故発生時に発電機を高速に遮断することで過渡安定度

を維持する機能や，送電ルートの遮断事故によって分断さ

れた系統における発電機や需要（揚水運転時の負荷を含

む）の一部を遮断し，分離系統の周波数を適正に維持する

ことで広範囲停電を防止する機能を有する系統安定化シス

テムを構築し運用している一般送配電事業者もある。こう

したシステムは，昨今のデジタル技術の進歩によってリア

ルタイム情報を用いて数百ミリ秒オーダーでの高速な演算

が可能となっており，制御対象量の最適化を実現してい

る。 
また，安定供給の実現に必要不可欠な系統解析を行う場

合，既知の現象はデジタルシミュレーションにより解析さ

れるが，定式化されていない現象の把握や解析モデルが確

立されていない機器等の特性解明には，実系統と相似な電

圧・電流により現象をリアルに再現できるアナログシミュ

レーションが有効であり，デジタルとリアル（アナログ）

が融合したハイブリッドシミュレータが有効である。 
最近では，再生可能エネルギーなどの新たな分散型リソ

 

図 9 電力ネットワークの将来の監視制御 

リアルタイムデータ，
予測技術の適用

仮想空間で常時演算
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図 10 系統制御技術の関係性（イメージ） 

系統解析技術

周波数・電圧制御技術
負荷周波数制御，経済負荷配分

電圧・無効電力制御

保護制御技術
設備保護
系統保護

系統安定化技術
定態安定性
過渡安定性

次世代型電力シミュレータ
IoT，AI 等

減災防災

平
常

異
常

防災・減災のための電気エネルギーセキュリティ特別調査専門委員会　報告　2-8



ース（Distributed Energy Resources：DER）の連系による系

統解析ニーズが高まっている。ブラックボックス化してい

る DER の系統連系用インバータのダイナミック特性を模

擬するため，実装置をハイブリッドシミュレータに接続し

てシミュレーションすることが必要である。

(2) 監視制御

昨今のビックデータの活用や IoT，AI の進化など，デジ

タル技術は日進月歩であり，こうしたデジタル技術の電力

ネットワークの監視制御への活用は，「防災」「減災」の課

題解決に向けたポテンシャルを有している。

(a) デジタル化

センシングと通信技術の発展により，取得困難であった

詳細データを瞬時に，かつ簡単に取得できるようになっ

た。こうして得られた膨大なデータを RPA（Robotic 
Process Automation）等を用いて効率的に整理・分析すると

ともに，AI 予測技術を活用することで，データにもとづ

く監視制御技術の高度化が図られている。

監視制御システム自体が保有する情報を監視制御以外の

業務に活用する事例も増えている。事故時の電気的様相

や，潮流・電圧制御などの運用上の課題解決に向けた系統

状態の解析に用いることや，設備補修時期の最適化を図る

際の検討に活用することなどがある。

具体的な適用例として，数百～数千箇所の計測点から数

秒毎に送信・記録される電圧計測データを用いて不確定要

素の大きい電圧変動現象の分析を行った事例を紹介する。

電力系統における電圧変動は，系統に連系する数多くの

PV や大小の発電機，ならびに無数の負荷の挙動によって

線路潮流が変化することや，上・下位系統の電圧変動の影

響を受けることによって発生する。しかし，これらの膨大

な要素について，個々の動きを詳細に把握することは不可

能であるため，電圧計測の実績値についてその全体像を分

析し，変動のトレンドを把握することで電圧制御定数を最

適化し，電圧逸脱を抑え，目標範囲内に維持することを可

能とした (9)。 

(b) サーバ仮想化

最近では，サーバ仮想化技術によって計算機性能を最大

限に活かす構成とする場合が多い。従来は分割していた監

視制御サーバを集約することで物理計算機台数を削減し保

守性を向上させるとともに，必要なサーバを運用拠点とバ

ックアップ拠点に広域分散配置し，IPネットワークを介し

て拠点間を接続する構成としている。これにより，大規模

災害時に運用拠点が被災した場合でも，他の運用拠点がバ

ックアップ拠点のサーバに接続することで被災エリアの監

視制御業務の継続を可能としている (10)（図 11）。 
(c) 監視制御システムの柔軟化

近年，DER の配電系統への連系拡大に伴い，電力潮流

が双方向になり，配電系統においても需給バランスをスマ

ートに制御できれば，送電系統からの電力供給は究極的に

は非常用として扱うことが可能となる。この場合，将来は

現状と異なり，配電系統での制御が「主」となり，送電系

統での制御が「従」という考え方に変わる可能性もある。

その実現には，電力ネットワーク設備が逆潮流にも対応

できるよう，系統増強や設備強化とともに，監視制御シス

テムの柔軟化が鍵となる。また，平常時は主要な電力ネッ

トワークと連系して運用されるが，ネットワークの被災時

に連系を切り離して独立運用できるローカル（地域）グリ

ッド等は電力ネットワークのレジリエンス強化に資すると

考えられる。

こうした監視制御システムの柔軟化は，運用拠点の切り

替えや管轄範囲の拡大など，日々の運用体制における変化

にも即対応が可能となるため，様々な事象への対応力の強

化につながる (10)（図 12）。 
しかし，柔軟性を高めることで，情報セキュリティに対

する耐力が弱まることも考えられるため，サイバーテロ等

への対策も柔軟性向上と同時に行っていく必要がある。

(3) 予測制御

電力ネットワークの安定運用には，様々なデータを用い

て将来を予測することが重要である。過去実績や気象予報

図 11 サーバ仮想化による監視制御システム

ＩＰネットワーク

運用拠点(A) 運用拠点(B) 運用拠点(C)

監視制御サーバ(α) 監視制御サーバ(β)

バックアップ

図 12 監視制御システムの管轄エリアの切替
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等から需要や再生可能エネルギーの出力を細かく正確に予

測し，需給計画や系統計画を立案することは，安定運用の

みならず，経済性向上の実現にも資する。 
代表的なものとして， 太陽光発電予測システムや電力

需要予測システムが挙げられるが，最近では，地震や台風

発生時の設備被害予測を実施している。また，これを利用

して災害防止や早期復旧に重点をおいた対策を行ってい

る。 
具体的には，台風の進路・風速等の予測をもとにした地

点毎の気象予測と設備データを用いて設備被害を想定する

シミュレーションを行い，災害対策本部の設置時期や態勢

を決定するための判断要素のひとつとしている。また，被

害想定シミュレーションの結果をもとに，大きな被害が想

定される地域へ配置する要員を事前に増員したり，復旧に

必要な資機材を予め運搬したりしておくなど，具体的な対

応方針の策定に活用している例が見られる。 
災害による設備被害の予測に関し，一般送配電事業者の

実務支援ツールとして（一財）電力中央研究所で開発され

た被害推定システム（Risk Assessment & Management 
system for Power lifeline：RAMP）が成果を上げている (11)。 

2.3.3 系統利用者（自家発電設備保有事業者）側の 
取組み 

電力ネットワーク事業者は，様々な最新技術を導入・活

用することによって停電時間・範囲の縮減に努めている。

しかし，自然災害の激甚化などにより，停電を完全に発生

させないようにすることは極めて困難である。 
こうした中，自家発電設備を保有している事業者がどの

ような対策を講じているのかについて，アンケート調査を

行った。ここでは，主な考え方や取組み例を紹介する。 
今回，アンケートに回答いただいた全事業者は，停電は

起こり得るものと考え，何らかの対策を行っていると回答

している。停電の発生当初は事業者側では停電が長引くか

どうかの判断がつかないため，自家発電設備の供給対象と

して，当初は保安設備や一度停止すると復旧に多大な時間

を要する製造ラインなど，事前に設定した優先順位に従っ

て電力供給先を選定する事業者が多い。製造ライン以外の

電力供給先としては，通信設備や計算機室などが挙げられ

ており，昨今では製造ラインの維持に情報・通信設備が不

可欠である実態も垣間見ることができた。また，事業所内

の厚生施設へ供給し，災害による帰宅困難者などの臨時居

住空間の確保に充てる場合があるとの回答もあった。 
過去の震災を経験した事業者の中には，連系する系統に

おいて周波数低下はあったが停電には至らず，その後の計

画停電の実施中に自家発電設備にて最大限の発電を行い，

電力ネットワーク側へ供給応援を実施した事業者もある。 
デジタル技術や予測技術（気象予測技術）を活用した

「防災」「減災」への取組みについては，約半数の事業者

から実施しているとの回答を得た。中には，雷情報をもと

に，落雷による影響が想定されると一時的に電力ネットワ

ークから解列し，雷が収まるのを待ってからネットワーク

に再並列している事業者もあった。また，台風のように事

前にある程度の被害予測を立てることができる事例におい

ては，予め復旧要員を配置するなど，災害収束後の早期復

旧に向けた対応を実践している例があった。 
しかし，AI 等を用いた最先端の予測技術による対応を

実践している事業者はなく，基本的には従来の気象情報の

活用により対応を行っていると回答を得た。 
また，アンケートでは，一般送配電事業者への要望事項

についても質問している。事業者からは，停電範囲と復旧

見込みの迅速な情報共有はもとより，復旧に向けた作業の

進捗など，定期的な情報の更新を要望する声が多い。自家

発電設備保有事業者であっても，自ら必要とする電力の全

量を賄うことができるほどの発電機を保有している事業者

は少なく，事業継続のためには電力ネットワークからの受

電電力は欠かすことができないため，ネットワークの信頼

度への要望は極めて高い。一方で，停電を完全に防ぐこと

はできない実情に鑑み，信頼度の向上に過度な投資を行う

ことで，コストの上昇を招くことがないようにとの意見も

ある。 

2.3.4 電力システム改革や ICT，IoT の活用による 
設備形成や運用の変化を踏まえた今後の展望等 

昨今，人口減少，電力市場の競争促進等の影響により，

電力需要の見通しは不透明化し，電力ネットワークに係る

投資の予見性も低下している。また，進展しつつある電力

システム改革は，電力設備の効率的な利用を促すととも

に，多種多様なプレイヤーの出現や電力取引の広域化をも

たらした。 
こうした中でも「防災」「減災」への対応として，新た

な電力取引市場の拡充や DER を活用したローカルグリッ

ドの形成や運用による電力ネットワークのレジリエンス強

化は注目されている。 
(1) 電力取引市場の活用（需給調整市場の拡充） 

供給力等不足への備えとして，従来は一般送配電事業者

が原則自エリアに需給調整力（予備力含む）と供給力を確

保してきた。今後は，2021年 4月に開設された需給調整市

場における商品が順次拡充されることを踏まえ，エリアを

跨いで広域的な調達と運用を行っていく。今後，大規模災

害の発生が予想されるとともに脱炭素化の要請が高まる

中，経済性と環境性，レジリエンス強化に資すると考えら

れる。 
しかし，災害で地域間連系線の事故が発生すると，大規

模・広範囲停電を招くこともあるため，需給調整力や供給

力の極端な地域偏在は望ましくなく，バックアップが必要

となる。 
(2) 同期発電機減少への対応 

再生可能エネルギーの導入拡大に伴ってインバータ電源

の比率が高まり，同期発電機が持つ慣性力や同期化力の減

少が課題となっている。 
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同期発電機が持つ回転エネルギーは，慣性力や同期化力

として電力ネットワークの安定運用に貢献しており，同期

発電機は同期化力によりネットワークを介して他の同期発

電機と同期して繋がっている。しかし，インバータ電源は

回転エネルギーを保有しておらず，ネットワークに追従し

て電気を流す仕組みとなるため，インバータ電源の比率が

高まると，大規模発電機の緊急停止時などの周波数の変化

が大きくなり，その結果，発電機が連鎖的に停止する可能

性が高くなり，大規模停電に至ることも想定される (12)。 
再生可能エネルギーの導入量がさらに拡大した場合で

も，ネットワーク全体として十分な慣性力や同期化力を確

保するため，次に示すような新たな対策が考えられる。 
(a) MG セット（発電機と電動機の組合せ） 
再生可能エネルギー・蓄電池と同期電動機を組み合わ

せ，同期発電機よりネットワークへ電力を出力する。ま

た，逆に系統電力を充電することもできる。同期発電機と

同様に慣性力や同期化力を持つという特長もあるが，発電

機・電動機・蓄電池など多くの設備を必要とし，コストが

高くなることが課題である。 
(b) 仮想同期発電機（Virtual Synchronous Generator：
VSG） 
同期発電機が保有する慣性力や同期化力をインバータ電

源に持たせるよう PCS（Power Conditioning System） を制

御する。同期電源と同等の慣性力・同期化力を持たせるに

は大容量のインバータや蓄電池が必要となる。また，多数

の VSG が系統連系した際の制御系における不安定性につ

いても，実用化のためにさらなる研究が必要である。 
(3) ローカルグリッドへの期待 

災害に強い電力供給体制の構築には，「集中から自律分

散」「分散協調」の観点を考慮していく必要がある。自然

災害に対する電力ネットワークのレジリエンス強化のため

にも，DER やこれらを束ねた分散型ローカルグリッド等

の活用は有効な手段のひとつである（図 13）。 
分散型ローカルグリッドは，平常時は基幹系統からの電

力供給を受けつつ，地域の再生可能エネルギーを始めとす

る DER を有効活用することで，エネルギーの地産地消を

促進する。これにより，熱の有効活用による高いエネルギ

ー効率の実現や送電ロスの低減等によるエネルギーの有効

利用が可能となるほか，エネルギーの地産地消が進むこと

で電力ネットワークの負荷を軽減することができ，経済効

率性を高め，環境負荷の軽減に貢献できる面もある。 
しかし，小規模グリッドでは周波数調整が難しく，変動

幅が大きくなるため，蓄電池等が必要となるなど，現状で

はその導入コストやグリッド監視制御システムが高価であ

り，事業性上の課題は多い。 
なお，2020年 6月に成立した「エネルギー供給強靭化法

（強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電

気事業法等の一部を改正する法律）」（2022年 4月施行）に

もとづき，電気事業法の一部が改正された。この中で，①

地域において分散小型の電源等を含む配電網を運営しつ

つ，緊急時には独立したネットワークとして運用可能とな

るよう配電事業が法律上位置付けられ，②山間部等におい

て電力の安定供給・効率性が向上する場合，配電網の独立

運用が可能となった。これにより，配電事業に新規参入す

る際のハードルとなる設備投資などのコスト面の課題を緩

和するため，配電事業ライセンスが導入される。こうした

一連の新たな法制度の整備もローカルグリッド構築の後押

しとなっている。 
デジタル技術の高度化（VPP，DER の導入拡大等）は，

経済的な電力ネットワークの構築や再生可能エネルギーの

導入拡大，系統安定化コストの低減など，様々な効果を期

待されている。 
(4)高経年化設備への対応 

今後，1970 年代に投資された電力設備の多くで老朽化

が進むため，建て替えや大規模修繕の必要性が高まる。 
大量の電力設備が「高経年化」していくことに伴い，劣

化の進行した設備が増加し，メンテナンスに必要な物量が

大幅に増加していく。そのような状況が懸念される中，将

来にわたって，「安全」・「安定」・「低廉」 な電気を利用し

続けるためには，適切な時期にメンテナンスを行い，高経

年化対策に取り組んでいく必要がある。 

2.4 平常時および非常時における 
 情報発信・連携のあり方 

2.4.1 情報発信・共有，連携体制（インフラ間連携を 
含む）に関する現状 

大規模災害が発生した場合，電力ネットワークだけでな

く，通信・情報ネットワークなどのインフラも寸断し，情

報が錯綜するなどして，全体像の把握が難しくなる。 
「防災」「減災」の観点からは，一般送配電事業者と他

のインフラ事業者および自治体等との連携を早期に確立

し，迅速な情報共有が必要である。また，実効性を高める

ため，それぞれの果たすべき役割を予め明確にするととも

に，関係者による訓練の実施など，事前の備えも重要であ

る。 
一般送配電事業者は，従来から行っているホームページ

を活用した情報提供に加え，SNS 等のソーシャルメディア

を活用したタイムリーな情報提供を行っている。SNS の活

用では，一般送配電事業者側からのプッシュ型の通知だけ

 

図 13 分散型ローカルグリッドの活用 

ローカルグリッド

主要な
電力ネットワーク

接続点を切り離して

「独立運用」

主要な電力ネットワーク
被災時
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でなく，AI を活用した電話応対やチャットによる自動応

答対応についての取組みも進めており，専用アプリを開

発・運用している例も見られる。また，インターネットを

使う機会が少ない系統利用者が一定数存在することに加

え，大規模災害時はモバイル端末のバッテリー切れにより

ネット環境を利用できない事例が見受けられたため，ラジ

オから情報を取得する利用者も多い。その対策として，供

給エリア内の放送局と提携し，大規模停電時における情報

発信をお願いしている事例がある。その他，日頃から停電

時の対処方法について，ホームページなどを活用して周知

するとともに，停電に対する備えだけでなく，防災全般に

関するハンドブック等を作成，周知することで，防災意識

の向上にも努めている。 
2019 年の台風による被害で長期停電が問題となったこ

となどから，一般送配電事業者が「災害時連携計画」を作

成し，経済産業省へ届出を行うことが義務付けられた

（2020.7 届出）。これには，停電の早期復旧に向けた事前

の備えと災害発生時の協力，地方自治体や自衛隊といった

関係機関との連携について定められており，過去の自然災

害からの教訓を踏まえ，非常災害による停電復旧を迅速か

つ柔軟に行うことを目的としている (13)。また，2020 年の

台風への対応を踏まえ，災害が発生する前においても甚大

な被害が想定される場合，被災が想定される一般送配電事

業者が応援派遣を要請できるよう災害時連携計画が見直さ

れた。 
一般送配電事業者には，事前準備として，事業者間の連

絡体制等の整備，電源車の運用・管理手法の整理，応援に

必要な燃料調達方針の共有などが求められている。また，

非常災害時は，発災直後の迅速な現場情報の収集および速

やかな整理・共有が重要なことから，迅速な被害・復旧状

況の把握および工程管理に資するシステム等の整備を平時

から進めることとされているほか，国が主導する情報プラ

ットフォームの構築に向け協力するとともに，停電復旧の

見通しに関するデータを提供すると規定されている。 
その外にも，非常災害時は電力以外のインフラ設備のほ

か，建物や河川，道路等の被害も想定されるため，地方自

治体，自衛隊，通信事業者等と連携して復旧対応に当たる

ことが重要である。 
このため，一般送配電事業者は，平常時から関係機関と

連携するとともに，連携事例は他の一般送配電事業者との

間でも共有し，地域性等を踏まえた連携強化に役立たせて

いる。 
(1) 平常時における情報発信・共有 

平常時においては，非常時の備えとして，各事業者が災

害等を想定した事業継続計画（BCP）を策定し，ステーク

ホルダーに明示していく必要がある。また，適宜の見直し

と対応訓練の重要性は言うまでもない。 
(2) 非常時における情報発信・共有 
非常時においては，情報の受け手だけでなく，発信側も

厳しい状況下にいる可能性がある。しかし，アンケートの

結果にもあった受け手のニーズに配慮すれば，「何が起き

ているのか」「どうすれば良いか」についての情報をでき

る限りすみやかに発信することが必須である。情報の正確

さを確保できないこともあるが，可能な限り正確な情報把

握ができた段階で修正情報を更新すればよいと考えられ

る。 
なお，情報発信による混乱を招かぬよう重要なことは，

情報発信源の特定とその信頼性である。予め定めた発信方

法に従い，第一発信源が第一報を出し，後続の発信源がこ

れを追認していくことも重要である。 

2.4.2 他の社会インフラや消費者のニーズを踏まえた 
考察とリスク情報を活用した今後の展望等 

近年，SNS 等の普及により，情報の即時性と拡散性が格

段に向上するとともに，双方向化が劇的に進んでいる。 
こうしたソーシャルメディアの仕組みを活用し，停電状

況や復旧作業の進捗をきめ細かく発信することで，系統利

用者の不安を軽減するとともに，次の行動を促すきっかけ

とすることが可能である。 
情報発信に関する系統利用者のニーズは，一般の消費者

や事業者を問わず，基本的には共通といえる。その内容

は，災害の様相（規模），被災範囲，停電規模，停電範

囲，復旧見通しに集約される。これらの内容については，

定期的な情報の更新を強く要望している。大規模災害の場

合，新しい情報の迅速かつ正確な収集は難しく，定期的な

情報更新の都度，新たな情報を提示することが困難な事例

もあるが，情報発信の履歴が更新され続けていることで，

一般送配電事業者が停電範囲を把握して対応していること

が伝わり，利用者の不安を抑える効果も期待できるため重

要である。 
こうした基本的ニーズのほか，一般の消費者からは，ソ

ーシャルメディアの活用による情報提供手段の多様化への

対応と同時にソーシャルメディアに不慣れな消費者に向け

たラジオやテレビなどのマスメディアの利用による情報の

発信，外国人への情報提供を念頭においた情報の多言語化

への対応も求められている。また，災害による停電が長引

く場合には，避難所の情報やモバイル端末が充電できる場

所の紹介情報など，電力供給の代替手段に関する情報の提

供ニーズが高まる。 
事業者からは，前述の復旧見通しに関する情報につい

て，より詳細な提供を求められている。具体的には，復旧

見込みの時間だけでなく，復旧作業の工程やその進捗に関

する定期的な情報共有などである。中でも，他の社会イン

フラ事業者は地域に面的に広がるサービスを提供している

ことから，停電範囲内における地域毎の復旧順序について

も，可能な限り速やかな情報共有を期待している。また，

地方自治体や自衛隊といった関係機関への要請の共同実施

や，復旧作業に資する情報（道路啓開情報等）の共有にも

ニーズがある。 
SNS を始めとするソーシャルメディアの分野は今後も確
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実に発展し，多種多様なアプリケーションが開発されると

ともに，双方向コミュニケーションの機会が飛躍的に増加

すると想定される。一般送配電事業者は，それぞれのツー

ルの特性を理解し，得られる効果が最大となるような情報

発信の方法を検討・工夫している。特に，情報発信した内

容が伝わる範囲とその伝達速度，情報を受け取る側が期待

している情報の粒度や鮮度（リアルタイム制，更新頻

度），および，その理解度を意識しながら情報発信するこ

とが重要と考えている。例えば，粒度の細かい情報の提供

に注力するあまり鮮度が落ちてしまうと，その効果が大き

く低下する場合もある。粒度の粗い情報や状況が詳しく把

握できていない場合でも，その理由と合わせて丁寧に情報

を伝えることが肝要である。 
双方向コミュニケーションの増加を見据え，AI を用い

たチャットや音声認識機能の活用による自動応答システム

の開発・導入を検討している会社もあり，一部分は導入済

みである。また，双方向コミュニケーションツールの活用

では，情報の発信者が受信者から災害状況に関する有益な

情報を得られる可能性があるため，こうした情報を復旧作

業等にどのように活用していくかについても併せて検討し

ていく必要がある。 
足元における取組みとしては，各一般送配電事業者と

も，現在活用している各種ツールによる効果を検証する中

でお客さまのニーズを汲み取り，より良い情報発信のあり

方について検討を深めていくことが重要としている。 
将来に向けた取組みとして，系統運用者から利用者へ発

信する内容に，電力ネットワークの運用にメリットのある

行動のお願いを含めるやり方も考えられる。その簡単な事

例として，節電のお願いなどが挙げられるが，利用者が保

有するデジタル機器との協調やインセンティブを付与した

形での協力依頼などを行うことも考えられる。 
このように，災害のリスク情報をもとに，ICT の発展と

双方向コミュニケーションの浸透によって，様々なリスク

対応の選択肢ができるなど，新たな取組みの可能性が広が

る分野といえる。一方で，災害時とはいえ，利用者への協

力依頼がどこまでの実効性を有するかなど，検証すべき課

題も多い。 
災害に係る情報の活用については，その影響力が大きい

だけに，利用者との連携のあり方について，今後も十分な

検討と議論が必要である。 
 

2.5 「防災」「減災」のための電気エネルギー 
セキュリティ確保の方向性 

電気エネルギーは，社会のあらゆる分野との関りが強い

重要な基盤である。電力システム改革の進展や，再生可能

エネルギーの導入拡大等で，電力ネットワークの安定性の

維持が難しくなる一方，社会的な受容性を意識した「電気

エネルギーセキュリティの維持」が欠かせない。これから

は，電気エネルギーセキュリティに関する「防災」「減

災」への対応を次のキーワード等から多面的に考えていく

ことが一層重要となる。 
 

＜キーワード＞ 
「Ｓ＋３Ｅ」，５Ｄ（制度改革，人口減少，脱炭素化，分

散化，デジタル化），再生可能エネルギー導入拡大，DER
の普及，需要サイドを加えた需給一体運用，分散型グリッ

ドの運用・災害自立性，社会受容性，自助，公助，共助 

2.5.1 災害状況を踏まえた適切な対応力の強化 
災害の種別や規模によって，発生する被害の状況は異な

る。被害が短時間かつ急激に拡大する事例や，時間の経過

とともに徐々に増加する事例，完全な復旧には相当時間が

かかる事例など，その様相は様々である。 
こうした多様な状況に対する効果的な施策は一律に決め

られるものではなく，それぞれの事例や災害状況において

必要とされる対応が異なると考えられる。 
想定される災害を「突発型災害」と「進行型災害」に分

類し，それぞれにおけるフェーズ別（図 14 中，①②③

③’④）に「防災」「減災」に資する電力ネットワーク運

用の対応策や情報発信に関する考え方などを整理した一例

を示す。 
図 14 に示す各フェーズ（丸数字）が対象とする期間の

イメージを以下に示す。 
① 突発的な災害（地震等）の発生直後の時間帯 
② 事前にある程度の予測が可能な災害（台風，大

雪，大雨等）による影響が出始めて以降，影響が

ピークになるまでの時間帯 
③ 突発的な災害が発生し，しばらくして状況が落ち

着いて以降，数時間～1 日間程度の期間 
③’災害の発生またはその影響がピークを過ぎて以

降，1～数日間程度の期間 
④ 災害の発生またはその影響がピークを過ぎて以

降，数日間～1 週間程度，またはそれ以上の期間 
 
発生した災害の状況にもよるが，②～③’のフェーズに

ついては様々な事例が想定され，全てに対応可能な施策を

 
図 14 災害状況を踏まえた時間帯別対応力（イメージ） 

＜停電戸数＞

＜経過時間＞

①

③

②

③’

④

地震などの突発的な災害
による停電のイメージ

台風・大雨などによる
停電のイメージ

突発型災害

進行型災害
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事前に決めておくことは困難である。特に，運用面では②

～③，情報発信等では③～③’のフェーズにおいて，その

傾向が顕著であると考えられ，災害の状況に合わせて対応

策や発信する情報の内容を選択し，その効果を最大限とす

る方法について今後も検討を進めていくことが重要であ

る。 
その際，双方向コミュニケーションツールの将来性を見据

え，これを活かした対応策を模索するとともに，系統利用

者側のニーズを汲み取る機会を積極的に設け，系統の運用

者と利用者の双方が協力することによって，効果の高い

「防災」「減災」に資する取組みの実現に向けた対応力の

強化に努めていく必要がある。 

2.5.2 行政，電力事業者，消費者の役割分担や社会的 
受容性を考慮した対策の方向性 

今後の取組みの方向性として，電力系統（ネットワー

ク）の視点から考えた「防災」「減災」はどちらも重要で

あり，偏ることなく，バランスよく適用していくことが望

まれる。 
 

表 2 フェーズ別の対応策，考え方の整理の一例 

 系統運用面の対応策 情報発信等の考え方 

① 事故点を瞬時に除去する保
護制御技術と除去直後の事
故波及を防止する系統安定
化技術等により，電力系統
の安定運用を維持。 

事故直後の緊急時対応を実
施後，速やかに停電が発生
している事実を発信。 
その後，順次判明した事実
を中心に，情報を更新。 

② 事前の予測情報にもとづ
き，電力系統の構成変更等
の対応を実施。その後は最
新の気象情報などをもと
に，状況変化に応じた対応
策の追加・変更を実施。 
事故発生時は，①と同様。  

関係機関と事前に取り決め
ている連絡体制等の状況 
確認。 
利用者に対し，停電の発生
に備えた準備をしていただ
くよう周知。 
停電の発生状況について，
事実を中心に，情報を  
更新。 

③ 状況把握と復旧対応を同時
進行で実施。需給状況と設
備状態について常に最新の
状況を把握し，これに合わ
せて運用における対応策を
変更。 

現状で分かっている事とそ
うでない事を情報の「粒
度」に留意しながら明確化
し，その理由と合わせて
「鮮度」の良い情報を  
提供。 
今後の見通しについても，
可能な範囲で発信。 

③’ 設備被害により復旧に時間
を要する事象について，詳
細を把握するとともに復旧
作業工程を立案し，実行。 
復旧の長期化が見通される
箇所への代替手段の検討や
適用を実施。 

復旧工程を踏まえつつ，今
後の見通しについて発信。 
関係機関とも協力し，電力
供給に関する代替手段につ
いての情報等を発信。 
系統利用者からの要望や情
報提供を取り込み，活用。 

④ 復旧作業を継続。 
設備被害に加え，洪水・土
砂災害等で早急な設備復旧
が難しい地域における電力
供給の代替手段の適用や避
難所での対応を充実。 

復旧作業の進捗状況など，
詳細な情報にもとづく今後
の見通しを随時発信。 
双方向コミュニケーション
ツールの活用により，系統
利用者ニーズの的確な把握
と，将来的には系統運用者
のニーズを利用者に伝える
ことで利用者行動の誘因と
することも検討。 

また，人々の防災意識の醸成も重要な施策のひとつであ

る。これは設備投資を伴わないため，コスト面で有利とも

言われるが，人々に防災に関する意識が広く浸透し，その

行動が変化するなどして，その効果を得るまでにある程度

の時間とコストが必要であり，有効性を想定することは難

しい。こうした対応策については，得られる効果に関する

評価手法の整理も必要と考える。 
高度な電気依存社会における電気エネルギーセキュリテ

ィ確保のためには，「電力系統」「他の社会インフラ」「消

費者」の３つの視点からの調査で得られた課題を整理する

必要がある。しかし，それぞれの視点から考えられる「電

気エネルギーセキュリティ確保のあり方」に不一致がある

場合，全てを同時に満たす『解』を求めることは難しい。 
課題の解決に当たっては，求める『解』の得失につい

て，「安全性」「信頼性」「経済性・利便性」などを評価軸

として整理し，これらのバランスをどのように取っていく

のがよいかについて，議論を深めていく必要がある  

（図 15）。 
「どの事業者がどこまで何をするか」「どの機能を担う

のはどの事業者か」とういうように，一般送配電事業者だ

けでなく，発電事業者，小売電気事業者，自家発設置事業

者，需要者等の電力ネットワークに接続する全ての者が電

気エネルギーセキュリティ全体に対し，何らかの役割を果

たすことが求められる（図 16）。 

 

図 15 電気エネルギーセキュリティ確保のあり方 
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図 16 電気エネルギーセキュリティ実現に向けた役割分担 
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また，「防災」「減災」のための電力系統の信頼度確保に

は，不測の事態に備えたバックアップ機能が必要となる。

これには蓄電池や発電機等の設備形成 (14)によるもの，停

電時の系統切替や電力融通等の運用によるものがあり，そ

の出力容量や応答速度が異なるため，効果的な機能提供の

観点から，どの設備，どの運用が合理的かを，必要なコス

トを踏まえたうえで議論していく必要がある（図 17）。 

2015 年以降，一貫して自由化や市場化いった電力シス

テム改革が進められてきた。自由化前は，供給責任は一般

電気事業者に課せられ，供給責任体制が明確で円滑な組織

間連携が取りやすかった。自由化後は，電気事業制度改革

により，多くの電気事業者が参入し，連携不足，利害相

反，計画不整合の問題が生じやすくなった。 
「安定供給の確保」「電気料金の最大限の抑制」「需要家

選択肢の拡大」という電力システム改革の目的に照らし合

わせれば，悪い面ばかりではないが，安定供給に対する責

任がより複雑化した。これは，防災や減災に対する考えに

も影響を与えている。容量市場や需給調整市場等の市場構

造の変化に伴い，それに応じた新しい信頼度確保のあり方

が必要と考える。 
電力系統の安定運用に関わる機能の中には，「事業者が

競争して提供した方が効果的」「系統全体で提供した方が

効果的」なものがある。簡単に分けられるものでないとこ

ろもあるが，信頼度確保，競争促進，事業者間の公平なコ

スト負担の観点から，誰による負担が効果的かつ経済合理

的なのかを議論していく必要がある（図 18）。 

「防災」「減災」のための電気エネルギーセキュリティ

については，電力ネットワークの信頼度確保の考え方と整

合を図ると共に，社会的受容性を考慮しつつ，「自助」「公

助」「共助」の役割を官民が一体となり，それぞれが現実

的かつ合理的な方法で課題解決に向けた役割を果たしてい

くことが重要であり期待される。 
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図 17 バックアップ機能（設備・運用）の出力容量と 
応答速度 
 

 
図 18 バックアップ機能（設備・運用）の出力容量と 

応答速度 
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LFC：Load Frequency Control GF：Governor Free EDC：Economic Load Dispatching Control
AVR：Automatic Voltage Regulator VQC：Voltage and Reactive Power Control
SSC：System Srabilizing Controller PSS：Power System Stabilizer BS：Black Start
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参考 アンケート調査結果 

 

参考.1 一般送配電事業者に対するアンケート調査結果 

 
一般送配電事業者 10 社から回答を得た。以下に，結果と考

察を記す。 

 

 
Q1. 災害への備えにおいて，「防災」「減災」の考え方を取り入

れていますか。次に示す災害種別ごと，ならびに，設備形成

面・運用面の別にご教示ください。 

 
［災害種別］ 
① 地震，② 津波，③ 台風，④ 塩害，⑤ 雷害， 
⑥ 大雨，⑦ 大雪，⑧ 洪水，⑨ 土砂，⑩ 噴火 
 
設備形成の考え方において，各一般送配電事業者は，全

ての設備に関して「防災」「減災」に資する何らかの取り組

みを実施している。具体的には，電気設備に関する技術基

準の要件を満たす設備とすることはもとより，地域の特性

に合わせた追加の対策を施している場合が多い。例えば，

豪雪地帯の設備への雪害対策や沿岸部の設備への塩害対策

などが挙げられる。その他，洪水や土砂災害への備えも行

われているが，こうした事例では，設備に追加の対策を行

うよりも，そうした災害の発生が懸念される地域に設備を

置かないような設備形成の在り方について，検討されてい

る。 
同じ対策内容であっても，発生する災害の規模によって

その対策が「防災」の役割を果たすことや，「減災」の効果

を持つことが考えられるため，設備形成における対策につ

いては「防災」「減災」を明確に区別せずに対策を講じてい

る事例が多い。 
 
 

Q2. Q1 で「取り入れていない」と回答された「災害種別とその

考え方（防災・減災，設備形成面・運用面の別）」について，

その理由をそれぞれご教示ください。 

 
運用面については，「減災」に関する取り組みがほとんど

であった。運用による対策では，監視制御業務による系統

運用や保守箇所による巡視・設備機能維持，設備被害発生

時の仮設設備による対応なども含んでいるが，災害によっ

て発生した停電などの影響を最小限とする効果を期待して

いる。 
具体的には，雷害による送電線停止を考慮して事前に送

電線潮流を抑制する，台風等の気象情報をもとに事前に最

適な系統構成へ変更する，塩害や飛来物による影響を想定

して事前巡視等の強化を図る，万が一に備えて移動用仮設

設備や予備品の事前確認・再配置をする等が挙げられる。 
また，地域特性から発生が希頻度である災害種別に対し

ては，特別な対策を行っていない事例も見られる。例えば

「噴火」に関して，被害が限定的と考えられる会社におい

ては，特に対策を行っていない。 
 
 

Q3. 広範囲・大規模停電に備え，復旧手順の事前作成や， 

これに合わせた技能訓練等を行っていますか。 

 
10 社が復旧手順の事前作成，これに合わせた机上訓練，

技能訓練を行っていると回答を得た。訓練内容は多岐に渡

っている。系統運用者は，実系統を模擬した訓練用シミュ

レーターを活用した訓練を定期的に実施。また，設備主管

部署や防災担当部署においても，対応マニュアルを整備し，

机上訓練や技能訓練を定期的に実施。 
こうした部署毎に行われる訓練の他にも，一般送配電事

業者だけでなくグループ会社を含めた合同訓練，また，一

般送配電事業者間の応援を想定した訓練も実施しており，

応援する側やされる側両方の立場における手順や連携につ

いても確認している。 
なお，グループ会社間の他にも，自治体や自衛隊，他企

業と災害時の連携について協定を結んでいる事例も見ら

れ，それぞれ定期的な合同訓練で手順確認や連携強化を図

っている。 
 
［回答抜粋］ 

 万が一のブラックスタートは，各給電指令機関の連携

が非常に重要であるため，訓練用シミュレーターを活

用し，給電指令系統全体を対象とした合同事故復旧訓

練を実施している。 
 年 1 回，全社大防災訓練にて，大規模災害時に備えた

体制確保，役割分担，被害把握，復旧方法等の訓練を

実施している。 
 
 
Q4. Q3 で「行っている」と回答された場合，Q1 の災害種別  

①～⑩のどの事象を対象にしていますか。 

 
Q3 の回答では，全社が「行っている」と回答。 
なお，災害種別は特定せずに幅広く訓練を実施している

が，大規模災害に対する合同訓練は，電力供給の技能訓練

だけでなく，社内外の情報連携に関係する要素も大きいた

め，①地震，②津波，③台風を対象とした訓練が多い。ま

た，地域によっては⑦大雪を対象としている。 
その他の⑤雷害には，稀に送電ルート遮断により大規模

停電に至る事例が考えられるため，大規模停電に関する復

旧訓練も行われている。雷害の場合，大規模な設備損壊に

至る事象は少なく，系統運用者による復旧対応が中心とな
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るため，訓練用シミュレーターを用いた系統運用者による

復旧（需給調整・系統操作）を対象とすることが多い。 
 
［回答抜粋］ 

 大規模停電（ブラックアウト）の復旧には，災害種別

を特定して検討していないが，技能訓練では，特定の

災害を想定してシナリオを作成している。 
 毎年，災害種別を変更して訓練している。（例：③台

風→⑦大雪→①地震→⑥大雨（非常災害レベルの豪

雨）→③台風 など） 
 
 
Q5. 新たな系統リソース（再エネを含む DER，DR）の導入が 

進んでいますが，防災・減災の面から，これらを活用して 

いる事例があれば，ご教示ください。 

 
新たな系統リソースを防災・減災の面から活用している

事例は現時点では見られない。しかし，厳気象対応調整力

としての DR の活用，系統用蓄電池や水素エネルギーシス

テム（※）を用いた電圧変動抑制や需給バランス改善，調

整力確保など，新たな系統リソースを電力系統の安定化に

活用する様々な取り組みが始まっており，この取り組みが

事故時の減災に大きな役割を果たす可能性が高まってい

る。また，各地でスマートコミュニティの実証が進められ

ており，エネルギーの効率的利用と大規模災害時など非常

時におけるエネルギー確保策として期待されている。 
※水素エネルギーシステム：福島水素エネルギー研究 

フィールド（FH2R）（NEDO 実証事業） 
 
 
 
Q6. 新たな系統リソース（再エネを含む DER，DR）の導入が進

んでいますが，防災・減災の面から，これらの活用で課題等

となっている事例があれば，ご教示ください。 

 
新たな系統リソースを防災・減災の面から活用している

事例がなかったため，現時点での課題は明らかでない。 
一方で，再エネなどの新たな系統リソースの系統連系量

が拡大していることにより，特に配電系統において再エネ

による自家消費量などを考慮した真の需要の把握が難しく

なっているとの回答が多く得られた。 
事故後の潮流予測精度の低下や適正電圧の管理・制御が

複雑化しており，デジタル技術を活用した系統状態の見え

る化，再エネ発電量の予測技術向上など，系統運用の高度

化が必要である。また，大規模災害発生時などにおけるエ

ネルギー確保策として期待されるローカルグリッドにおい

て，主力電源として期待される再エネなどの DER には一般

的に同期電源（回転機）が少なく，慣性力や同期化力が不

足するといった課題が挙げられる。グリッド内の電力品質

の維持と保安の確保に関する技術確立が重要である。 

 
［回答抜粋］ 

 事故時は，系統連系されているＰＶが解列するため，

事故前後で当該地域の見かけ上の需要が大幅に増減

する。特に，大規模災害復旧時はそれらを考慮して復

旧手順を検討する必要がある。また，事故により波及

停止した電源は，すみやかな復旧が必要である。 
 地域マイクログリッド事業の推進など，災害時におけ

る自立的な電力供給を行う分散グリッド化への取り

組みが議論されているが，一般送配電事業者による系

統運用から独立する災害時においては，DER が担う

系統の電力品質の維持と保安の確保に関わる技術確

立が不可欠である。 
 
 
Q7. 現在活用している気象予測技術には，どのようなものが

ありますか。 

 
電力系統に関する業務は，多分に気象影響を受けるため，

各社とも気象には重点を置いているとの回答を得た。 
気象庁や日本気象協会を始め，民間気象会社など，複数

からの情報を活用している会社が多く，活用している予報

内容は多岐にわたる。最近では，地点毎の詳細な予測が可

能となっており，対象範囲を絞ったより細かなデータをリ

アルタイムに取得・更新できるようになっている。こうし

た情報を基に臨機に対応策の見直しを行っている。また，

PV 連系量の拡大を受け，日射量の把握・予測の重要性が増

しているため，各社は日射量の地点毎の情報・予測を重要

視するとともに，技術向上策について検討している。 
 
［回答抜粋］ 

 活用している気象情報には，天気予報（翌日，週間，

季節予報など），降水確率・雨量，風向・風速予報，積

雪量，発雷予測，日射量予測，気象レーダー，注意報・

警報の発表状況，台風予報，地震情報，津波予報，火

山情報，洪水予報などが挙げられる。 
 PV 連系量の拡大を受け，地点毎の日射量予測（週間，

短期，短時間，アンサンブル信頼度予測）の活用と更

なる予測精度向上に関する取り組みを進めている。 
 
 
Q8. 気象予測技術を活用し，被害発生前および発生後の復旧

等に対応している事例があれば，ご教示ください。 

 

10 社において，気象予測から得られる情報を用いて対応

策を実践との回答を得た。特に，災害の予兆がある場合の

事前準備に活用している。系統運用面では，設備（調整力

等発電設備，流通設備，制御システム等）停止を伴う作業

中止や作業内容の変更，作業の早期終了を指示するなどの

信頼度・予備力確保に務めるとともに，気象条件が厳しく
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なると予測される地域を極力避けるための送電ルート変更

や事故発生時の影響を少なくするための送電線潮流を事前

に調整するなどの対応をしている。また，体制面では，復

旧要員の配置や資機材の準備規模の検討，交通途絶が想定

される現場への要員の事前配置要否の決定などに活用して

いる。 
 
［回答抜粋］ 

 悪天候が予想される場合には，予め電力設備作業の中

止や作業内容・実施時間の変更または，当該送電線が

供給しているエリアを別の送電線からの供給に切り

替える検討を行い，供給信頼度の維持に努めている。 
 台風予測情報の影響による電源トラブルを想定した

予備力確保や公共交通機関停止等による需要減少を

想定した調整力の下げ代を確保している。 
 台風進路情報などをもとに，塩害による送電線停止や

高潮による浸水被害で発電機が停止する場合などを

想定した予備力確保を行っている。 
 気象情報をもとに，復旧体制（要員の待機，参集規模

等）の決定・構築を行っている。 
 気象情報から道路の通行止めや海上交通の欠航の可

能性がある場合は，復旧要員を事前に現地へ派遣。 
 気象レーダーによる発雷の観測結果と短時間予測を

活用することで，今後の気象状況の変化を想定し，落

雷被害の可能性が高い架空送電線が供給しているエ

リアを，落雷被害の可能性が低い地中送電線からの供

給に切り替える検討などを行っている。 
 
 
Q9. 現在活用している災害予測（被害想定）技術には，どのよ

うなものがありますか。 

 
電力中央研究所が開発した「RAMP（Risk Assessment 

Management system for Power lifeline）：被害推定システム」

を活用していると回答した会社が多い。RAMP には，地震

被害推定を目的とした「RAMP-Er」と台風被害予測を目的

とした「RAMP-T」がある。このうち，「RAMP-T」を活用

している会社が太宗を占める。また，気象庁が発表する気

象データ（気温・降水量・風速・日照時間等）を用いて，

独自システムを構築して災害発生予測を行っている会社も

ある。システムの中には，現状の気象データと過去の災害

事例のデータを照らし合わせ，災害発生の危険性を示すこ

とができるものもある。 
 
［回答抜粋］ 

 台風の進路・風速予測などから，事業場管轄エリアに

おける最大風速，強風・暴風域突入時間／離脱時間を

予測し，この予測結果と過去の被害実績から設備被害

を予測している。 
 異常着雪予測システム：気温・降水量・日照時間・天

気などの情報から，着雪予測・落雪予測計算を行う。 
 土砂災害危険度予測システム：降雨情報や過去の土砂

災害情報，地形因子などにより土砂災害の危険性を設

定・表示させることにより，設備異常の早期把握や巡

視範囲の絞り込みの判断を支援する。 
 送電設備への着雪による設備損壊を防ぐために，気象

予測データに加え，過去の知見に基づく電線への着雪

条件と気象庁の数値モデルの予測値（気温，降水量，

風向，風速）から無通電状態の送電線に通電を行う等，

発熱を利用して着雪を防止する運用を行っている。 
 
 
Q10. 災害予測技術を活用し，被害発生前および事故後の 

復旧等に対応している事例があれば，ご教示ください。 

 
気象予測の活用と同様に，災害予測情報を用い，事前の

体制整備に活用している会社が多い。特に配電系において

は，電力中央研究所が開発した「RAMP-T」を活用し，台風

による大規模被害が想定される地域や交通途絶の懸念があ

る遠隔地や離島などに対し，予め応援要員や復旧作業員を

現地へ派遣する検討や対策方針の決定に役立てている。ま

た，降雪が多い地域や土砂災害が懸念される地域などでは

専用システムを導入して被害想定を行い，設備巡視計画の

策定等に活用している。 
 
［回答抜粋］ 

 台風の進路・風速等の予測をもとにした，事業場管轄

エリアの風速予測と過去の被害実績を用いて設備被

害を想定するシミュレーションを行い，災害対策本部

の設置時期や体制決定のための判断要素のひとつと

している。また，設備被害想定シミュレーション結果

をもとに，大きな被害が想定される地域への要員配置

を事前に増員するなど，具体的な対応方針の決定に活

用している。 
 異常着雪予測システム（気温・降水量・日照時間・天

気などの情報から，着雪予測・落雪予測計算を実施）

を活用し，巡視計画の策定に役立てている。 
 土砂災害危険度予測システム（降雨情報や過去の土砂

災害情報，地形因子などにより土砂災害の危険性を設

定・表示が可能）を活用し，設備異常の早期把握や巡

視範囲の絞り込みに役立てている。 
 
 
 
Q11. 至近の状況に鑑み，自然災害が電力設備（系統）以外

に与える影響の観点から，実施している対策（※）があれ

ば，ご教示ください。 

※ 昨今の新型コロナウイルス感染症への対策など，  

足元で新たに実施した対策を中心にご回答ください。 
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10 社において，昨今のコロナ禍を踏まえた対策を行って

いた。特に，中央給電指令所や制御所，発電所，ダム管理

所など，交替勤務者を擁する事業場では，一層の感染対策

を行い，新たな働き方を実践。また，未知の感染症等は完

全に防ぎきれるものではないとの考えから，感染症が蔓延

した場合に備え，業務体制の縮小を含めた BCP 対策を準備

している。 
 
［回答抜粋］ 

新型コロナウイルス感染症への対策の一例 
＜通常時＞ 
 出社前の検温，マスクの着用，アルコール消毒，換気，

執務距離の確保といった基本事項の遵守。 
 会議，打合せはオンライン形式を基本とし，やむを得

ない場合は最小限の参加人数とする。 
 交替勤務者と通常（日勤）勤務者の動線を分けるとと

もに，執務距離が十分に取れない場合はパーテーショ

ン等を設置。 
 Web を活用した交替勤務者間の業務引継実施による

感染リスクの低減。 
 交替勤務を行っている職場については，通勤手段を可

能な限り公共交通機関からマイカー通勤へ変更し，通

勤時の感染リスクを低減。 
 県境を挟んだ公共交通機関による遠距離通勤の回避

および当直員の分散配置を図るため，必要に応じ，当

該当直員の住居の最寄りの事業所等を当該当直員の

暫定的な勤務箇所として指定。 
 必要最小限の業務に従事する要員に対し，公共交通機

関以外での通勤や勤務先近隣の宿泊施設の利用を検

討し，感染リスクを低減。 
 交替勤務者に感染者が発生した場合の代替勤務体制

を事前に準備（勤務パターン変更，日勤応援等のルー

ルを予め策定）。 
 交替勤務部署で感染蔓延が発生した際の日勤者応援

体制の確立，当直縮小体制の構成準備，三交替勤務シ

フトの二交替勤務シフトへの移行準備等。 
 交替勤務者の周囲で罹患者や濃厚接触者が発生した

場合に，早期に民間ＰＣＲ検査機関等を活用し，クラ

スターに発展させない取組み。 
 交替勤務班内に感染者が発生した場合，感染が発生し

ていない人員班により代替施設を立上げられるよう

事前に準備。 
 発電所運転監視室（交替勤務）にある配電盤や機器を

ビニルシートで防護（感染者が発生した際の消毒作業

を最小化する取組み）。 
 日勤業務におけるテレワークの推進（環境整備含む）

および着座位置の千鳥配置，ローテーション勤務や執

務室の分散。 
＜非常時＞ 
 非常災害対策本部設置時における感染対策の実施（本

部分散設置（Web 接続），参集者の一部 Web 参加によ

る 3 密回避，本部長・班長の代行者の選定，など）。 
 復旧現場における管理体制の構築（感染予防要員の選

定，応援者との接触回避・分散配置など）。 
 待機・休憩・食事・宿泊における対策（個室確保のた

めの準備など）。 
 応援者の移動手段における対策（貸し切りバスの運行

方針の確認など）。 
 
 
Q12. ローカルグリッド，VPP，DER 等の新たな系統リソースの

活用に関する将来に向けた取り組みについて，ご教示くださ

い。 

 
スマートグリッド実証事業への参画や，既存の電力系統

を活用した非常時マイクログリッドの構築を検討している

事業者へ助言している。また，電力需要への供給だけでな

く，情報や通信分野における分散リソースを相互に連系さ

せることで，社会インフラ全体における脱炭素化やレジリ

エンス強化に資する取り組みを目指す「スマートレジリエ

ンスネットワーク」への参画などを通じ，DER の有効活用

に関する取り組み情報を収集している。 
その他，調整力等公募において，DER や VPP が活用しや

すい要件を設定するなど，分散型リソースの活用促進に資

する取り組みを始めている事例もある。 
 
［回答抜粋］ 

 離島における実証事業として，再エネ，内燃力，蓄電

池を組み合わせた最適需給制御に関する検証を実施

する計画があり，この中で需要側制御に関する取組み

として家庭用 PV・蓄電池や EV などのリソースの活

用について検討している。 
 災害等による大規模停電時において，一般送配電事業

者の既存系統を活用した非常時マイクログリッドの

構築を検討している事業者に対し，技術的課題に対す

る助言などを行っている。 
 指定区域供給制度の導入に伴い，災害への耐性（レジ

リエンス）向上等が期待されているオフグリッドの適

用可能性について検討している。 
 DER フレキシビリティを活用したローカルグリッド

の混雑解消の実現に向け，課題の抽出や今後必要な技

術開発項目等について検討している。 
 共同研究への参画により，分散型リソース（家庭用蓄

電池や電気自動車）の充放電制御による電力品質の確

保（適正な電圧・電流維持）検討を中心に，適宜情報

収集を行っている。 
 調整力公募の要件において，VPP や DER 等を束ねた

AC（Aggregation Coordinator）においても参画しやす

いメニューを用意している。 
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Q13. 新たな予測技術等を活用した電力設備運用の高度化，

高信頼度化に関する将来に向けた取り組みについて，ご教

示ください。 

 
電力設備運用の高度化，高信頼度化を図ることは，防災・

減災に資するだけでなく，電力系統に連系するリソースの

多様化への対応や通常の系統運用における効率化にも大き

な効果がある。現状は今ある予測技術の精度向上に関する

取り組みが主体的である。 
 
［回答抜粋］ 

 基幹系統だけでなく負荷供給系統を含めた混雑処理

へ適切に対応していくため，エリア全体ではなくロー

カルの再エネ発電出力予測精度の向上が求められて

おり，海外気象データを活用した予測技術向上に取り

組んでいる。需要と再エネ出力を精度よく予測するこ

とで設備容量に応じた適切な潮流管理が可能となり，

再エネ導入拡大と安定した系統運用の両立が実現で

きる。 
 気象・災害予測データを利用し，数時間～数日先の需

給バランス・潮流を自動算定することで，災害発生の

恐れがある系統に対し，事前の系統切替を自動的に行

うなど，災害による停電等の影響を最小限に抑える運

用などが考えられる。 
 
 
Q14. 電力供給の信頼度確保において，系統利用者との役割

分担に関する考え方や，系統利用者への具体的な要望事

項について，ご教示ください。 

 
災害時対応における一般送配電事業者と系統利用者間の

役割分担について，将来に向けた具体的な考え方を回答し

た会社はなかった。 
今後，再エネ導入拡大に合わせ，さらなる系統利用者の

増加が見込まれるが，電力系統の信頼度維持には，系統に

接続する全てのリソースで確保することが重要。 
なお，全ての系統利用者に対し中立・公平な電力系統を

構築することが一般送配電事業者に課せられた使命である

が，同時に，系統利用者もグリッドコードを遵守した運用

に努め，両者が一体となって電力系統の信頼度維持・向上

を図る必要がある。系統運用において，作業停止や系統操

作に関連する不適切事象が増加する傾向が見られるため，

系統利用者に対し，系統連系時に合意いただいた系統利用

に関するルールを遵守いただくよう，理解活動を進めてい

く必要がある。 
 
［回答抜粋］ 

 流通設備の設備形成を行う場合には，系統連系希望者

に対し，自然現象（雷，土砂災害，津波，洪水等）等

による故障発生リスクを含め，供給支障および発電支

障の発生を抑制又は防止するための電力系統性能基

準を充足した設備形成を行う必要がある旨をご理解

いただき，設備形成を行っている。 
 系統操作に関連する不適切事象が増加する傾向にあ

り，業務打合せや給電申合書改正時等の機会を活用

し，安全操作に関する啓発活動に努めている。 
 系統連系者が増加することで作業停止計画の調整が

より困難となるおそれがあるが，送配電設備の保安確

保を始めとする作業停止の重要性，および送配電会社

として公平な対応の必要性などを丁寧に説明するこ

とで，系統利用ルールに対するご理解をいただけるよ

う，取り組んでいく。 
 今後多くの系統利用者が再生可能エネルギー電源を

電力系統に接続すると想定されているが，その状況に

おいても災害による停電等の影響を最小限に抑える

ためには，電力供給の信頼度確保に資する電源の系統

接続が不可欠と考えられるため，系統利用者には，今

後もグリッドコードに基づく系統接続および運用を

お願いしたい。 
 系統利用者に対しても，電力のガイドラインにある

「自治体が行う物資支給活動（ポータブル発電機，電

動車等の貸し出しなど）の協力」や「停電問い合わせ

対応のための要員等の確保」などの対応を求めていく

必要があると考える。そのため，自治体等からの要請

に対応すべく，系統利用者でポータブル発電機等を準

備いただき，貸出・運搬の対応をお願いしていきたい。 
 事故時における設備復旧への協力や，単独運転設備の

解列等のルールに従った迅速な対応をお願いしたい。 
 
 
Q15. 広範囲・大規模停電の発生時および発生前の情報発信

において，どのような取り組みを行っていますか。 

 
各社とも，従来から行っているプレスリリースやホーム

ページを活用した情報掲載に加え，SNS を活用したタイム

リーな情報提供を行っており，情報発信手段の多様化に取

り組んでいる。SNS の活用では，一般送配電事業者からの

プッシュ型の通知だけでなく，AI を活用した電話応対やチ

ャットによる対応についての取り組みも進めており，専用

アプリを開発・運用している例も見られる。また，インタ

ーネットを使う機会が少ないお客さまに加え，大規模災害

時はラジオから情報を取得するお客さまも多いことから，

供給エリア内の放送局と提携し，大規模停電時における情

報発信をお願いしている。 
なお，日頃から停電時の対処方法について，ホームペー

ジなどで周知するとともに，停電に対する備えだけでなく，

防災全般に関するハンドブック等を作成，周知することで，

防災意識の向上に努めている事例もある。 
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［回答抜粋］ 

 広範囲・大規模災害発生時は，ホームページで停電状

況をお知らせするとともに，設備の被害状況や復旧の

見通し，災害発生前の注意喚起などについて，適宜迅

速に SNS（Twitter，Facebook）で情報発信している。

また，SNS では，英語，中国語，韓国語でも情報発信

している。 
 SNS を活用したプッシュ型の停電情報の通知を行っ

ているほか，電話での停電のお問い合わせにＡＩが自

動音声でお答えする自動応答サービス，チャットで停

電のお問い合わせに適宜対応できる取り組みなどを

行っている。 
 供給エリア内のコミュニティ放送局等を含めたメデ

ィアとの間で，大規模停電時における情報発信に関す

る協定を締結し，停電に関する情報を放送していただ

き，地域住民の安全・安心の確保および秩序の維持に

努めている。こうした取り組みは，インターネットを

使うことができないお客さま対する効果が期待でき

ることに加え，非常災害時にはラジオから情報を取得

する方も多いと考えられ，有効な手段と認識してい

る。具体例として，災害発生時に，被災した県内を中

心に 200 回超の放送を行い，エリア毎の被害状況，お

客さまへの注意喚起，低圧停電や浸水家屋の通電立会

に関するお願い事項などの放送を実施した。 
 停電に関する情報はホームページに掲載するととも

に，アプリ（停電情報アプリ）やＥメール等を活用し

て，情報発信している。 
 ホームページには，平時から「停電時の対処法」とし

て，急に電気が消えた時や，事前に停電が決まってい

る場合の対処法を紹介し，「災害への備え」として，

「地震」「台風・水害」「非常持ち出し品」「災害時の電

気の安全ポイント」「避難する時の注意点」「災害時に

活用できる電気機器」「家族みんなの防災ハンドブッ

ク」等の防災や停電に関する情報を紹介し，注意喚起

している。 
 台風等の暴風雨が想定される際には，事前にホームペ

ージやアプリ，SNS，（大型台風の際にはテレビ CM，

ラジオ CM）を活用し，台風の接近や暴風雨に備えた

飛散防止，感電防止事故への備えを注意喚起してい

る。報道機関にもあわせて注意喚起協力依頼を実施し

ている。 
 発信する情報内容は，停電の発生日時，発生場所，軒

数，復旧見込み時間等であり，過去停電（停電履歴）

も閲覧可能にしている。停電アプリでは，停電が発生

または復旧した場合にプッシュ通知を受け取れる地

域を複数登録することができ，停電復旧に向けた作業

の進捗状況や復旧見込み時間などの詳細が確認でき

る。チャットサービスも用意しており，停電に関する

お問い合わせや電気設備の異常に関する連絡ができ

るようにしている。また，停電が長期化する場合など

には，お客さまや社会に対して，当社の停電復旧作業

の状況や，停電に関する被害状況（設備被害や周辺の

様子（断線，設備破損，浸水，倒木，土砂崩れ，道路

封鎖など）をホームページや SNS（Twitter）を活用し

て情報発信し，お客さまにご安心いただけるように努

めている。 
 台風シーズンを前に，地元紙等へ「台風対策のお願い」

に関する広告を掲載し，注意喚起を行っている。 
 
 
Q16. 自治体や自衛隊等との連携について，既に関係者との

間で取り決めを交わすなど，協力体制の構築に関する具体

的な事例があれば，ご教示ください。 

 
過去の自然災害からの教訓を踏まえ，非常災害による停

電復旧を迅速かつ柔軟に行うことを目的に，電気事業法に

もとづき，非常災害時における一般送配電事業者間の相互

応援および一般送配電事業者と関係機関との連携，ならび

に，非常災害時に備えた平時からの一般送配電事業者間の

連携および一般送配電事業者と関係機関との連携について

定めた「災害時連携計画」の提出が義務付けられた（2020
年 7 月提出）。これは，一般送配電事業者間の相互応援もし

くは連携を必要とする場合，または一般送配電事業者と関

係機関との連携を必要とする場合に適用され，各社は供給

エリア内の自治体や自衛隊などとの連携強化にも努めてい

る。その他，地元企業と避難場所設置訓練を実施するとと

もに，災害復旧活動に必要となる作業車用燃料や食糧の確

保に関する取り決めを結んでおり，こうした取り組みに関

する定期的な合同訓練や意見交換を行っている。 
 
［回答抜粋］ 

 電力の安定供給や早期復旧を目的に，道内企業や自衛

隊等と災害に備えた防災協定を締結している。 
 防災協定の締結先とは，相互協力を円滑に行うため連

絡体制の共有，意見交換会や訓練の実施等，平時から

顔の見える関係を構築している。 
 これまでに協力関係にある企業との避難場所設置の

訓練，燃料調達契約を締結している相手先との発電機

車への燃料給油接続訓練，自衛隊や海上保安庁との間

で燃料ドラム缶・復旧車両・資機材・復旧要員の輸送

に関する訓練等ならびに道路等の確保（道路啓開）に

関する連携確認等を実施した。 
 スーパーやコンビニエンスストアとも災害時の支援

物資の提供や復旧拠点スペースの提供などに関する

協定を締結している。 
 高速道路事業者等と緊急車両等の優先通行，災害時の

拠点となるサービスエリア等の借用について，協定を

締結している。 
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Q17. 高度情報化社会（デジタル化の進展を含む）における情

報発信の在り方や，SNS 等の新たな情報ツールの活用によ

る連携効果等を踏まえた将来に向けた取り組みについて，

ご教示ください。 

 
各社とも，SNS を始めとするソーシャルメディアの分野

は今後も確実に発展し，多種多様なアプリケーションが開

発されるとともに，双方向コミュニケーションの機会が飛

躍的に増加すると想定している。こうした中，それぞれの

ツールの特性を理解しつつ，ツールの利用効果が最大とな

るような情報発信方法を検討している。中でも，情報発信

した内容が伝わる速度と範囲，ならびに，情報を受け取る

側が期待している情報の粒度や理解度を意識しつつ，情報

を発信することが重要と考えている。 
双方向コミュニケーションの増加を見据え，AI を用いた

チャットや音声認識機能の活用による自動応答システムの

開発・導入を検討している会社もあり，一部は導入済みで

ある。また，双方向コミュニケーションツールでは，お客

さまから災害状況に関する有益な情報を得られるというメ

リットが考えられるため，情報をどう活用していくかにつ

いても併せて検討していく必要がある。 
各社とも，まずは，現在活用しているツールの効果を検

証する中でお客さまニーズを汲み取り，より良い情報発信

の在り方について検討を深めていくことが重要であるとし

ている。 
 
［回答抜粋］ 

 現在，活用に取り組んでいる情報ツールの効果を検証

しながら，社会情勢を鑑み，より良い情報発信のあり

方を検討していく。 
 これまでスマートフォンアプリ，停電情報 HP，SNS

を活用した情報発信媒体の拡充を行ってきたが，今後

は電話（有人）からチャット（無人＋有人）対応への

移行を図っていきたいと考えている。また，本取り組

みは，チャットボット（無人）活用による対応力強化

だけでなく，需要者からの情報提供（被害画像など）

を受けやすいことが利点である。必要情報の集積に役

立てることができるため，併せて，提供写真を円滑に

集積・可視化する仕組みが必要と考えている。 
 双方向コミュニケーションの将来性に注目し，検討を

継続していくが，現時点において新たなツールの導入

等の具体的な予定はない。 
 

参考.2 自家発電設備保有者に対するアンケート調査結果 
 
調査は「大口自家発電施設者懇話会」にご協力いただき，

当該維持会員のうち 13 社より回答を得た。回答いただいた

13 社は以下のとおり。以下に，結果と考察を記す。 
 

 旭化成株式会社 
 AGC 株式会社 
 鹿島北共同発電株式会社 
 株式会社神戸製鋼所 
 JFE スチール株式会社 
 昭和電工株式会社 
 住友化学株式会社 
 デンカ株式会社 
 東ソー株式会社 
 株式会社トクヤマ 
 日本軽金属株式会社 
 日本製鉄株式会社 
 三菱ケミカル株式会社 

（五十音順） 
 
なお，質問項目の「災害による大規模・長時間停電」に

ついては，明確な規模や時間を示していなかったが，各事

業者の回答から概ね数時間～1 日以上の停電継続をイメー

ジしてご回答いただいたものと推測する。 
 

Q1. 災害による大規模・長時間停電を想定した対応策につい

て，マニュアル等を整備されていますでしょうか。また，整備

されている場合，自家発電設備の供給対象にはどのような

もの（設備等）があるか，ご教示ください。 

 
 

 
 

対応マニュアルを整備していると回答した事業者は 9
社。このうち，通常の停電時における対応マニュアル内に

「災害による大規模・長時間停電」への対応を含めて記載

していると回答した会社が 8 社あった。また，事業所全停

電時の対応として，簡易的なマニュアルを整備している会

社が 1 社。 
なお，対応マニュアルを未整備と回答した事業者も「大

規模・長時間停電を想定した対応策を具体的に記したマニ

ュアルは整備していない」ということであり，全事業者に

おいて，停電発生時における対応マニュアルは整備されて

いる。 

簡易マニュアル
あり（１）

通常マニュアル内
に合わせて記載（８）

整備していない
（４）
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［回答抜粋］ 

 対応マニュアルはあるが，停電自体が「大規模」「長

時間」のものかどうかは事後に判明することであり，

これらに関する対応マニュアルを分けて整備するこ

とはしていない。また，当該マニュアル内に大規模な

災害が発生した場合の対応についても記載している。 
 「大規模・長時間停電」を想定したマニュアルは整備

していないが，電力系統が停止することに対応するマ

ニュアルは整備されており，基本的に停電した場合は

このマニュアルに沿って対応する。 
 停電が発生した瞬間の電力使用状況（自家発電設備の

稼働状況や電力系統からの調達状況，事業所内の需要

状況）に応じ，事前に決められた優先度に基づき，事

業所内の負荷への電力供給を制限する。この制限は，

電気的な事象（周波数・電圧など）の変動などにより

自動的に作動するように構成している。 
 停電が発生した当初は，保安設備や一度停止すると復

帰に多大な時間を要する製造工程等に対して優先的

に供給するように定めている。その後，停電が長時間

となる事が判明した際には，別途，状況に合わせた

BCP 計画を策定し，社会的優先度によって供給対象と

する製造工程を選定することとしている。 
 
 
Q2. 災害による大規模・長時間の停電をご経験されたことが

ある場合，実際にどのような対応（自家発電設備の活用等）

をされたのか，ご教示ください。 

 

 

 

 
経験があると回答した事業者は 2 社。その他，自社で大

規模・長時間停電は経験していないが，震災による計画停

電において，自家発焚き増しによる電力応援を行った会社

が 1 社。また，どの事業者も停電（短時間のものを含む）

は経験があった。 
 
 

［回答抜粋］ 

 震災で 1 日程度の停電を経験。工場がメンテナンス中

であったため，非常用発電機により保安照明や公害防

止設備へ供給し，電力系統が復旧するまで対応した。 
 震災で周波数低下はあったが停電には至らなかった。

その後実施された計画停電実施中に自家発電設備に

て最大限発電し，電力系統へ供給応援した。 
 地震によって周波数が低下した際，系統分離を行い，

自家発電設備による事業所内の単独運転に移行した。

電力系統側は大規模停電となったが，事業所内は自家

発電設備により供給を継続し，生産活動は中断となっ

たものの保安に必要な供給を確保・維持できたこと

で，設備の安全な停止や電力系統が復旧した際の生産

活動の早期再開が可能となった。 
 震災時に，一旦，全停電を経験した。震災当日中に電

力系統が復旧したため受電した。自家発電設備は，震

災発生の半月後に設備点検を実施し再稼働した。な

お，自家発電設備を自身で再稼働するために必要な非

常用発電機は保有していない。 
 
 
Q3. 災害による大規模・長時間停電において，貴事業所の製

造設備の維持（稼働）以外に，自家発電設備を活用する想

定がある場合は，その内容をご教示ください。 

 

 

 
想定があると回答した事業者は 8 社。そのうち 1 社は，

事前には具体的に想定していないが，発電余力を確認しな

がら，製造に直接関係のない間接部門の事務所等への供給

を行う場合があると回答。製造設備以外の供給先として，

消火設備などの保安設備のほかに，通信設備を挙げる事業

者が多かった。 
 
［回答抜粋］ 

 保安系負荷として総合事務所を含み，災害時の対策本

部機能ならびに従業員等の居住空間（製造に直接関係

しない事務所などを含む）の維持を図っている。 
 事業所内の厚生設備へ給電し，災害による帰宅困難者

などの臨時居住空間の確保に充てている。 

経験はないが，計画停電実施時に
焚き増しにより応援を実施（１） 経験がある

（２）

経験がない（10）

想定がある
（８）

想定がない
（５）
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 通信設備，計算機室，消火設備に供給している。 
 通常時から操業に必要な電力をほぼ全て自家発電設

備で賄っている。 
 発電余力次第ではあるが，間接部門の事務所等へ供給

する場合もある。 
 
 
Q4. 災害・気象の予測技術やデジタル技術を活用した「防災」

「減災」（事業継続）への取り組みがあれば，ご教示くださ

い。 

 

 

 
取り組みがあると回答した事業者は 7 社。中には，雷情

報をもとに，一時的に電力系統から解列し，雷が収まって

から並列する操作を行っている事業者も見られた。また，

台風のように事前にある程度の予測を立てることができる

場合，あらかじめ要員を配置するなど，災害収束後の早期

復旧に向けた取り組み行っている事業者が多い。ただし，

デジタル技術を活用した最先端の予測技術を用いている事

例は見られず，従来の気象情報を基にした対応がほとんど

である。 
 
［回答抜粋］ 

 通常は電力系統から供給を受けている一部の製造工

程では，落雷による電圧降下への事前対応を行ってい

る。具体的には，気象情報サービスから雷情報を収集

し，事業所付近で雷が発生した場合には自家発を立ち

上げて電力系統から切り離し，事業所内を単独系統と

する。そして，雷が消えてから数時間が経過した後，

電力系統に再接続し，自家発を停止している。 
 台風等の予測可能な災害に対し，その想定規模に応じ

て，前もっての操業停止や，緊急対応要員の増員等を

実施している。最新の予測技術の DX 活用には至って

いない。 
 気象情報を活用し，災害等の発生確率が高まった際に

は，製造設備の稼働状況に応じて対応を決めている。

一例として，台風襲来に対応し，操業予定の変更や製

造設備を停止した事例もある。また，復旧の迅速化を

図るための要員配置等についても並行して検討し，対

応している。 
 雷に関する気象情報を製造現場へ提供することで，瞬

時停電発生を想定した対応マニュアル（停電発生の危

険予知，停電時の対応，インバータから商用電源によ

る運転への切替など）に従い，製造ラインにおいて防

衛的な操業を行っている。 
 雷注意報発表時において，実施しない作業（禁止して

いる操作）等を決めている。 
 雷が多く発生する地域の事業所では，雷発生情報の自

動受信・警報システムを運用している。その他，風速

は社内に設置した計測器から得られるようにしてい

る。また，台風情報についてはインターネット等より

情報を入手し，社内の運用基準に基づき，災害による

影響を最小限に留める対策を行っている。 
 コンピューターシミュレーションを用いた大型地震

発生時の津波予測をもとに，必要となる設備対策を行

っている。 
 特に事前の対応は行っていないが，雷情報等を参考

に，停電発生時における対応について，心構えをして

いる。 
 

 
Q5. 自家発設備を保有していることで，非常時における社外

（共同体や地域，自治体等）との協力・連携関係に関する取

り決めなどがある場合は，その内容をご教示ください。 

 

 
 
自家発による電力供給について，あらかじめ社外との取

り決めを結んでいる事業者はいない。ただし，災害時にお

いて事業者が保有する資機材等の提供に関し，取り決めを

行っている事例が見られた。 
 
 
［回答抜粋］ 

 飲料水を自製している関係で，災害時に自治体に協力

する取り決めを行っている。 
 一部，災害時に EV の無償貸与について，地元自治体

取り組みがある
（７）

取り組みがない
（６）

自家発による電力に関する
取り決めはないが，
飲料水やEV貸与などの
災害時の取り決めがある

（３）
ない（10）
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と協定を交わしている事業所がある。 
 水力発電所水槽の水を防火用水に使用する取り決め

をしている事業所がある。 
 
 
Q6. 災害による停電が発生および発生が予測される場合にお

いて，一般送配電事業者に求める情報発信・共有の在り方

とはどのようなものでしょうか。 

 
停電範囲と復旧見込みの迅速な情報共有はもとより，復

旧作業の進捗状況など，定期的な情報更新を要望する声が

強い。また，電力の使用方法も事業者によって様々である

ため，一律の情報発信ではなく，系統利用者毎に必要とさ

れる情報のリアルタイムな発信が求められている。 
 
［回答抜粋］ 

 発生時は速やかに影響の範囲と想定される復旧工程

を示していただく共に，定期的な進捗情報を発信して

ほしい。 
 復電予定の情報については，大まかな情報でもよいの

で示してほしい。それによって，その後の社内対応が

変わってくる。 
 停電発生時は，復電までの時間に応じて製造設備の処

置方法，要員配置計画が変動するため，停電の復旧状

況，復電の予定時間については，新たに判明した情報

をできる限りリアルタイムに発信してほしい。 
 予測に関する情報共有は今のところない。現実には難

しい部分も多いと思うが，こうした情報が事前にあれ

ば，操業調整することなどで電力系統からの流れ込み

を可能な限りなくすよう，予防処置が可能となるた

め，大変有益な情報となり得る。 
 停電の予測情報を公開することは非常に難しいと思

われるが，過去実績や将来に向けた対策検討状況，対

策の実施に関するスケジュールなどを共有してほし

い（過去の災害や事故等による停電実績，雷害等によ

る停電確率，激甚災害発生時の影響予測など）。 
 特に，雪害は事業者側で予測することが難しい。仮に

一般送配電事業者側で雪害発生が予測できるのであ

れば，エリア別の発生リスクについて，インターネッ

トなどを通じて事前に公開してほしい。 
 一律な情報発信ではなく，いろいろな系統利用者が今

後の対応を決めるために必要な情報を提供してほし

い。例えば，瞬時電圧低下の発生であればその原因と

再発する可能性，停電であれば原因と復旧予定時刻と

その時点の信頼性など。 
 災害による大規模停電発生時は，様々な機器が使用で

きなくなり，通信網の混雑から情報連絡が滞る可能性

が想定されるため，可能であれば事業者と一般送配電

事業者間の専用回線（有線，無線）の設置や専用 Web
ページによる復旧状態の共有などが期待される。有事

に備え，複数の情報共有・連絡手段を確保しておきた

い。 
 自家発保有事業者への要請（例：自家発電設備による

焚き増しなど）についても発信していただき，可能な

範囲で協力していきたい。 
 
 
Q7. 災害による停電が発生および予測される場合において，

一般送配電事業者に電力供給の信頼度をどこまで求めま

すか。その考え方や具体的要望などをご教示ください。 

 
自家発保有事業者も，自ら必要とする電力の全量を賄う

ことができる自家発を保有している事業者は少なく，事業

継続のために電力系統からの受電は欠かすことができな

い。このため，電力供給の信頼性への要望は極めて高いと

言える。 
 
［回答抜粋］ 

 自家発電設備のみでは，事業の運営に支障が出る可能

性が高い。また，電力は，社員や協力企業の方々の社

会生活の中で重要なライフラインであり，事業所が自

家発電設備で維持できたとしても事業（生産）活動と

しては何らかの影響を受けることから，一般送配電事

業者には高いレベルの信頼性を求める。 
 停電発生時には，数時間以内で復旧可能な電力系統の

構築，保安体制の確立が望まれるが，電力料金に反映

されない程度での対策をお願いしたい。 
 系統事故発生時に確実な事故点の切り離しにより，事

業者へ事故が波及しないよう対応していただきたい。 
 災害発生時は，使用量が制限されたとしても，安定し

た電力供給をお願いしたい。 
 多くの事業所で 2 回線受電しているため，荒天や激甚

災害発生時にどちらか一方で連系を継続できるよう

な信頼性を希望する。設備損壊等により，2 回線とも

長期に停電が継続する事態は許容し難い。 
 供給信頼度は現状で問題ないと考えているが，今後も

同等以上の信頼度を求める。 
 停電発生予測に関する情報は重要であり，提供につい

て検討してほしい。 
 災害等が予測され，安定供給における信頼度が保てな

い状況が発生しているのであれば，自家発電設備によ

る単独運転への移行も含めた対応を行っていくため，

安定供給に対する正確なリスク評価ができる情報の

提供を可能な限り早めにお願いしたい。 
 災害の発生予想情報について，高精度でなくても利用

価値が高いことから，何等か提供できる内容を検討し

てほしい。 
 事業者側での大規模な対応は資金的にも技術的にも

難しい側面があるため，電力系統側で対策を行い，そ

の投資に必要な対価を系統利用者全体で公平に負担
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する仕組みが必要と考える。 
 電力の連続かつ安定的な供給は必須事項であるが，現

実的には自然災害や再エネの大量連系により，現状の

電力品質の維持が難しくなっていることも理解して

いる。安定・安全に運転することが特に求められるプ

ラントを運用しており，停電や瞬時電圧低下といった

系統事故発生時には速やかに電力系統から切り離し

て円滑に自立（単独）運転に移行させる対応を基本と

していることから，系統分離のための周波数リレー整

定など，一般送配電事業者とは柔軟に協調を図ってい

きたいと考えている。 
 過去より電力会社では電圧・周波数の維持，停電回数・

時間の減少に多大な努力が払われており，現在の日本

の電力供給はその品質を含めて非常に安定している。

今後もこの信頼性のレベルを維持しながら再エネ導

入量の最大化を図るとともに，電力料金も抑制し，か

つ災害に強い電力系統を運用するという極めて難し

い課題にしっかりと対応してほしい。 
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